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研究要旨 

本研究班においては各地域で実施された在宅医療介護連携推進事業について、進捗状況と連携の現状を調査

し、連携推進において重要な課題の抽出、連携の評価指標に関する探索的な調査研究を目的として以下の研究

を実施した。 

１）全国の自治体の事業進捗状況と進捗に関連する要因、相談業務の実態調査（H27-H29）：各職能団体との

連携は事業の進捗と有意な相関が観察されたのに対して、地域包括支援センターにおいては相関性が確認され

なかった。一方、地域別にみると都市部においては職能団体との連携が必ずしも事業の推進につながっていな

い可能性が示唆された。 

２）都市部および中山間地における医療介護連携および在宅医療推進における課題の抽出（H27-H29）：都市

部および中山間地において在宅医療、医療介護連携推進のための委員会への参加および指標の抽出により課題

の明確化を行った。都市部においては在宅医療への参加を促す仕組みづくりの必要性が認識され中山間地にお

いては今後もさらに乏しくなる医療資源の見通しの中で市町村の枠組みを超えた連携機能に拡大、訪問看護な

ど在宅療養を支える機能の集約の必要性が認識された。 

３）医療介護連携推進のために担当する自治体職員に求められる役割の調査（H27-H29）：各地域において Time 

Study を実施し、業務実態の把握と役割の明確化に対する考察を行った。共通した傾向として、書類の作成な

どに費やされる時間は多く、都市部とその周辺においても「関係市区町村との連携」は極めて限定的であり、

知識や経験の共有がお互いの事業推進に寄与するという段階まで至っていない現状が伺われた。 

４）多職種連携の指標に関する系統的レビュー（H29）：評価尺度としての信頼性、妥当性は検証されている

がアウトカム指標を予測する因子としての有効性の検証は行われてはおらず医療介護連携におけるアウトカ

ム指標の予測への有効性に関するエビデンスとしての確信性についえては現時点で不明と判断される。 

全国自治体の事業担当者を対象にした調査においては、職種間の連携が事業推進に大きく影響を与えている

可能性が示唆されたがそのその関連性には明確に地域差があり、相談業務においては、地域包括支援センター

の相談窓口業務との差別化が課題として残ること、関連職種や事業所間をつなぐ横断的な役割を担う機能を賦

与する必要性が示唆された。医療介護連携推進により期待されるアウトカムを予測する指標は現時点ではない

が。今後の研究により、地域要因の類型化によるベンチマークデータの創出、連携推進のためのプロセス及び

アウトカム指標の確立へと発展することが期待される。 
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Ａ．研究目的 

団塊の世代が75歳を迎える2025年を見据えた新

たな医療・介護システムの構築を目指して平成26年

には医療及び介護の総合的な確保を推進する一連

の法案が可決され、平成27年4月より在宅医療・介

護連携推進事業が各市区町村で展開されている。従

来、医療と介護はその歴史的経緯からも別々に発展

を遂げてきた背景があり、事業展開において医療と

介護に関わる各職種を受益者たるサービス利用者

のニーズに応えるべくいかに連携する仕組みを構

築するかが事業の中核的な課題として認識されて

いる。 

当該研究の主たる目的は、全国で現在進行中の在

宅医療介護連携推進事業について、進捗状況と連携

の現状の調査、分析を行い、地域ごとに連携推進に

必要な課題についての考察を行うことである。また

連携の進捗を客観的に判断できる指標に関する探

索的な調査研究も施行し、事業推進状況の評価に資

することを目的とした。尚、研究当初は可能な限り

客観的な基準および指標を設けることによる比較

を行い、提供されるサービスの質において地域格差

の少ないシステム構築のための具体的な提言を意

図した地域要因を考慮した汎用性の高い在宅医

療・介護連携推進・ガイドラインの作成を目的に設

定したが、初年度の研究発表における議論や指摘を

踏まえて、先述の目的への修正を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は全体研究としての①全国の自治体の在宅医療

介護連携推進事業の担当者を対象にした事業の進捗状

況および相談部署の現状に関する調査（H27-H29）②地

域ごとの医慮介護連携推進に関する課題抽出のための

調査（H27-H29）③連携あるいは相談部署の担当職種の

業務についての現状把握および役割の明確化のための

該当職種を対象にしたTimeStudy（H27-H29）④連携の

指標検索のための系統的レビュー（H29）から成る。 

 

① 全国の自治体の在宅医療介護連携推進事業の担当

者を対象にした事業の進捗状況および相談部署の

現状に関する調査（H27-H29） 

 

Ⅰ）事業の進捗と各職種との連携に関する調査（Ｈ27） 

全国の自治体で進行中の在宅医療介護連携推進事業の

担当者を対象に、関係各団体との連携の現状および事

業において規定された実施項目の進捗率に関する調

査を施行しその結果を分析した。調査対象は2010年の

国立社会保障・人口問題研究所の調査において2015

年時点での75歳以上の人口比率が15%を超えている

自治体（184か所：主に郡部）、2015年から2025年ま

での75歳以上の人口増加率が60%を超えると予測さ

れている自治体（53か所：主に都市およびその周辺部）

の当該事業担当者に対して、調査を実施しその回答結

果を分析した。調査項目は以下の通りである。 

１） 事業の開始時期 

２） 財源の内訳 

３） 関係諸団体との連携の程度 

医師会、看護団体、介護団体、ケアマネ団体、

地域包括支援センター、保健所、互助団体 

との連携について①とれていない②あまりと

れていない③とれている④非常に緊密の中か

ら選択。 

４） 事業の具体的取り組みの達成度 

医療・介護連携推進事業において規定されてい

るア～クの8項目の取り組みの達成度について 

a）未着手 

b）～20％（着手したばかり） 

c）～40％（ゴールは設定したが環境が未整備） 

d）～60％（ゴールの形ができつつある） 

e）～80％（ほぼゴールに近い形） 

f）～100％（持続可能なシステムになっている） 

の6段階で評価 

連携の程度に関しては、都市部と郡部の分布を職種団

体ごとに比較、連携の程度と項目別の達成度の相関の

有意性（Spearmanの順位相関係数）を検討し、結果

の考察を試みた。 

 

Ⅱ）連携指標としての相談業務に関する現状調査

（H28-H29） 

全国自治体の在宅医療介護連携推進事業担当者対象の

相談業務に関する調査：年齢別人口の現状および将来

予測において１）2015年時点における75歳以上の高齢

者比率が15%を超える自治体（主に郡部 183か所）２）

2015年～2025年までの75歳以上の増加率が60%を超え

る自治体（主に都市部周辺 53か所）を対象に相談業
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務に関する調査を実施した。調査内容は平成28/29年度

上半期について１）相談窓口設置の有無について２）

担当部署について３）配置人員の総数４）配置人員の

基礎職種と業務形態について５）部署全体の相談件数

６）相談方法７）相談者８）相談内容９）対応 の各

項目について質問調査を行い結果の考察を行った。 

 

② 地域ごとの医慮介護連携推進に関する課題抽出の

ための調査（H27-H29） 

 

Ⅰ）中山間地（愛知県東三河山間部）における事業推

進の課題抽出（H27-H29） 

平成 27 年度は愛知県下、32 市町村で行われている、

地域支援事業下での在宅医療・介護連携推進事業の進

捗状況を把握。事業に着手した市町村の内、医療資源

が少なく、連携事業がほとんど進んでいない市町村の

把握を行った。この中で、研究分担者による進捗管理

や対応に向けてのアドバイスに対しての同意を得た

新城市を対象自治体として、現在の在宅医療整備にお

ける、課題抽出と今後の方向性について話し合った。

進捗管理上の事前のドナペディアンモデル指標（スト

ラクチャー、プロセス、アウトカム指標）の作成を行

い、実際の進捗の把握に適応できるどうかの検討を行

った。平成 28 年度は研究分担者による進捗管理や対

応に向けてのアドバイスに対しての同意を得た東三

河北部医療圏（新城市、設楽町、東栄町、豊根村）を

対象自治体として、在宅医療・介護連携事業のスタッ

フ数、事業遂行実態を把握した。並行し、当地域の在

宅医療連携の要である新城市訪問看護ステーション

看護師へのタイムスタディーを行った。地域介入とし

て、北設楽郡（設楽町、東栄町、豊根村）における、

多職種連携研修会（H28 年 8 月 6 日）と新城市民病院

内で在宅医療移行支援研修会（H29 年 2 月 23 日）を

行った。H29 年度は東三河北部医療圏北部の北設楽郡

（設楽町、東栄町、豊根村）を対象自治体として、高

齢化の現状と北設楽郡医師会におかれている在宅医

療・介護連携事業のコーディネーターの３年間の介入

後の事業進捗状況を把握した。 

 

Ⅱ）都市部（東京都三鷹市）における事業推進の課題

抽出（H27-H29） 

  東京都三鷹市で開催された在宅医療委員会に参

加、実績を調査し、その進捗から、在宅医療・介護連

携がどこまで推進しているか、推進していなければ、

その阻害要因について分析を行った（H27）。1. 東京

都福祉保険局が東京都内の区市町村に対して行った

在宅医療・介護連携推進事業の取り組み状況の調査結

果（平成 28 年 10 月 31 日時点をもとに、東京都 53区

市町村の在宅医療推進事業の進捗について分析を行っ

た。2. 東京都三鷹市で開催された在宅医療委員会（医

師会運営）ならびに在宅医療・介護連携推進協議会（行

政運営）に参加し、三鷹市における在宅医療推進事業

の進捗について調査し、推進ならびに非推進状況を調

べ、推進していない場合その阻害要因について分析を

行った（H28）。東京都三鷹市で開催された在宅医療

委員会ならびに在宅医療・介護連携推進協議会（計 6

回開催）に参加し、実績を調査した（H29）。 

 

Ⅲ）都市部（名古屋市）における事業推進の課題抽出

（H27 ―H29） 

名古屋市中心部（名古屋市東区）の医療介護関係職種

を中心に「JP都市型多職種連携：通称 JPUC（JP Urban 

Care Net）」の月例会「葵フォーラム」において、多

職種が連携する上での阻害要因に関する意識調査を

実施した。JPUC の活動には同地区（名古屋市東区）の

地域包括支援センターおよび 2015年 10月より発足し

た名古屋市医師会在宅医療介護支援センター（名古屋

市医師会館内に設置）と密接に連携して活動を続けて

来ており、月例会における活動を東区の医療・介護連

携推進事業の一環として一体的に運営する方針が

JPUC 連絡協議会によって確認され、来年度から運営母

体が医師会の支援センターに移管する方針となって

いる。併せて医師会連携理事との話し合いの結果、各

区で展開中の事業において、在宅療養を支援するため

の「在宅療養アセスメント入院システム」の運用の方

向性が確認されるに至った。本年度の分担研究として、

多職種による月例会実施のフィードバックおよびア

セスメント入院システムの具体的内容の考案を設定

した（H27）。 

 

③ 連携あるいは相談部署の担当職種の業務について

の現状把握および役割の明確化のための該当職種

を対象にした TimeStudy（H27-H29） 

平成 27 年度：2016 年 1 月から 2 月の 9日間、千葉県



4 
 

柏市の在宅医療・介護連携推進事業を所管する地域医

療推進室の職員2名を対象にTime Studyを実施した。

2 名は、地域医療推進室の常勤職員で、当該事業担当

2 年目以上、実務に加え企画実施評価を担う者 4 名か

ら、業務分担と業務量を鑑み選出した。1 名は在宅医

療全般の管理を担当する専門監、1 名は個別相談と多

職種連携関係を担当する保健師とした。Time Studyは、

業務開始時から終了までの業務内容とその所用時間

を1分ごとに調査員が記録した。Time Study終了後、

記録した業務内容を「内容」「相手」「在宅医療・介護

連携推進事業項目」によって分類し、コーディングを

行った。コード毎に所要時間を集計した。業務内容に

「視察・取材対応」8時間 20分が含まれたが、先進的

に当該事業を開始した柏市に特有の業務と判断し集

計からは除外した。Time Study の計画には、2015 年 8

月から 2016 年 2 月にかけて、滋賀県大津市、滋賀県

高島市、沖縄県浦添市医師会、岩手県釜石市、岡山県

岡山市の在宅医療・介護連携推進事業担当者に行った

ヒアリング調査を参考にした。これらの地域は、在宅

医療・介護連携推進事業に先行的に取り組む市町村行

政担当者、もしくは、市町村から委託を受けた医師会

担当者として、都道府県担当者からの紹介等により選

定した。これらにより、在宅医療・介護連携推進事業

担当者の役割の大枠を捉え、コーディングの参考とし

た。 

平成 28 年度：2017 年 1月から 3月の 10 日間、T市お

よび S町の在宅医療・介護連携推進事業を担当する職

員それぞれ１名を対象に Time Study を実施した。対

象となる地域と担当者は、地域の在宅医療・介護連携

推進事業の取組みがある程度進められていること、複

数年主で担当していること、担当者が在宅医療・介護

連携推進事業に加えて他事業（主に地域支援事業）を

兼務していること、とした。 

T 市は、近畿地方にある人口 50,019 人、高齢化率

32.1%（平成 27 年国勢調査）。在宅医療・介護連携推

進事業は、健康福祉部地域包括支援課が所管している。

また、地域包括支援課は、市の地域包括支援センター

（市内１ヶ所）であり、介護予防日常生活支援総合事

業、包括的支援事業、その他任意事業を所管している。

調査の対象にした者の職位は「主監」で、在宅医療・

介護連携推進事業の主担当で他 2 名と担当し、5 件の

ケアマネジメント業務と虐待ケースへの対応、地域包

括支援課が所管する事業の統括を行っている。 

S 町は、関東の都市近郊にある人口 21,240 人、高齢

化率 30.2%（平成 27 年国勢調査）。在宅医療・介護連

携推進事業は健康介護課医療介護連携室が所管して

いる。同室は、地域包括支援センターの委託管理と連

絡調整の他、生活支援サービス体制整備事業、認知症

施策、高齢者虐待への対応を所管している。観察の対

象にした者の職位は「室長」で、在宅医療・介護連携

推進事業を 1名で担当し、室が所管する業務の統括を

行っている。 

Time Study は、業務開始時から終了までの業務内容

とその所用時間を 1分ごとに調査員が記録した。Time 

Study 終了後、記録した業務を「内容」「（連絡・報告・

相談等の場合）相手」「目的」によって分類し、コー

ディングを行った。コード毎に所要時間を集計した。

コーディングは、調査員 2 名が別々に行った後、2 つ

を照合し、整合性と内容の妥当性を図った。また、分

析の過程で、平成 27 年度に実施した、千葉県柏市を

対象とした Time Study の結果を用い、比較を通じて

特徴を明らかにした。 

平成 29 年度：本研究は、方法論トライアンギュレー

ションを採用した。具体的には、平成 27 年度、28 年

度は Time Study を通じて事業担当職員の業務内容に

ついて数量的に把握した。その結果を用い、参照しな

がら、平成 29 年は、フォーカスグループインタビュ

ーおよびインタビューを行い、具体的な業務内容やそ

の重要性について質的に把握した。量的把握、質的把

握の両者の結果を合わせて求められる役割について

考察する。量的把握については平成 27・28 年度に報

告しているため、本年度は質的把握について中心に報

告する。 

2018 年 3月にフォーカスグループインタビュー、お

よび個別インタビューを行った。 

フォーカスグループインタビューは、在宅医療・介

護連携に関する地域の取組を 5～6 年担当している市

町村行政担当者 3名を対象にした。この３名は、在宅

医療・介護連携推進に関わる研修で事例報告や講師を

務めた経験のある、いわゆるエキスパートであった。

人口約 70 万人の地方政令指定都市の担当者（＃1）、

人口約 40 万人の都市近郊中核市の担当者（＃2）、人

口約 3 万人の地方市の担当者（＃3）で、いずれも地

域支援事業の中では在宅医療・介護連携推進事業のみ
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を担当している者であった。フォーカスグループイン

タビューは、本研究の平成 27・28 年のタイムスタデ

ィ調査の結果を示し参照にしながら、①担当者の業

務・役割として重要な事項、②担当者に求められる姿

勢、について自由に意見交換を行った。インタビュー

時間は 1 時間 51 分であった。フォーカスグループイ

ンタビューの対象者が在宅医療・介護連携推進事業を

中心に所管する者のみであったため、他の地域支援事

業や地域包括支援センター業務も兼務で担う人口約 7

千人の町の担当者（＃4）、人口約 5万人の市の担当者

（＃5）に個別インタビューを実施した。インタビュ

ーは、フォーカスグループインタビューと同様の項目

に加えて、域包括支援センター業務や他事業と兼務す

ることの利点と欠点、についても尋ねた。インタビュ

ー時間は、2 名とも約 2 時間であった。フォーカスグ

ループインタビュー、および、個別インタビューは録

音し、逐語録を作成した。逐語録は繰り返し読み、事

業担当者にとって重要な役割として語られたものを

抽出した。 

名古屋市在宅医療介護支援センター職員を対象にし

た Time Study（平成 28年度） 

名古屋市 16 区の医師会が設置した在宅医療介護支援

センター職員を対象に2016年 10月～11月の間の連続

5 日間（月～金）の業務内容を所定の時間割シートに

自記式で記載をお願いし、その結果を業務別、医療介

護連携推進事業の達成項目別に分類し集計を行った。  

在宅医療介護支援センターの業務集計の分析

（H28-H29） 

名古屋市 16 区が提出した平成 28 年度上半期（4 月～

12月）の業務報告内容から相談件数と各区の医療介護

に関する基礎指標（要介護認定率、要支援認定率、未

認定率、高齢人口あたりの在宅療養支援診療所数、訪

問看護ステーション数）との関連性を検討した。相談

業務については１）相談方法２）相談者３）相談内容

４）対応について集計を行った。併せて部署の構成人

数別（2 名配置と 3 名配置）設置時期別に集計結果の

比較を行った。同様の業務集計が平成 29年度（4月～

11 月）にも行われ 前年（平成 28 年度）との比較を

行った。 

 

④ 連携の指標検索のための系統的レビュー（H29） 

医療・介護連携について以下の 4 つの Clinical 

Questions（CQ１： 医療・介護の連携推進の指標

はあるか？CQ２： 入院診療と在宅診療の連携を測

る指標があるか？CQ３： 在宅診療医と訪問看護ス

テーションとの連携の指標はあるか？CQ４： 在宅

診療医と介護支援専門員との連携の指標はある

か？）をたてた上で、医学中央雑誌および過去の厚

生労働省老人保健事業の報告書の検索による系統

的レビューを実施した。同様の CQ について海外の

文献検索データベース（PubMed）を用いた検索も行

った。 

 

Ｃ．研究結果 

 

① 全国の自治体の在宅医療介護連携推進事業の

担当者を対象にした事業の進捗状況および相

談部署の現状に関する調査（H27-H29） 

Ⅰ）事業の進捗と各職種との連携に関する調査（Ｈ27） 

全国237自治体の医療・介護連携推進事業担当者宛て

に調査票送付し107自治体の事業担当者から回答を

得た（回収率 45.1%）。内訳は75歳以上の高齢者比

率が15%を超える自治体 76か所（回収率 41.3%）、

今後10年で75歳以上の増加率が60%を超えると予測

される自治体31か所（回収率58.5%）。県別では千葉

県（12か所）埼玉県（10か所）から最も多くの回答

がよせられた。 
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図２～図８は連携の程度に関する回答分布を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

２）事業実施における項目別の達成率 

事業の開始時期には図１のような分布であった。 

１） 職能団体等との連携状況について 
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全体の相関 

連携先 
ア）医療・

介護の資源

の把握 

イ）医療・

介護連携：

問題の対策

と検討 

ウ）医療・

介護：切れ

目のない提

供体制の構

築 

エ）医療・

介護：情報

共有の支援 

オ）相談支

援 

カ）研修 

キ）住民へ

の普及啓発 

ク）関係市

区町村との

連携 

医師会 

相関係数 .277** .506** .416** .339** .290** .321** .400** 0.033  

有意確率 0.005  0.000  0.000  0.001  0.004  0.001  0.000  0.745  

看護団体 

相関係数 .405** .525** .415** .216* .314** .389** .422** 0.166  

有意確率  0.000  0.000  0.000  0.033  0.002  0.000  0.000  0.105  

介護団体 

相関係数 .330** .470** .439** .382** .364** .364** .421** 0.121  

有意確率  0.001  0.000  0.000  0.000  0.000  0.000  0.000  0.242  

ケアマネ団

体 

相関係数 .362** .518** .369** .378** .282** .425** .304** 0.027  

有意確率  0.000  0.000  0.000  0.000  0.006  0.000  0.003  0.799  

地域包括 

相関係数 .265** 0.095  -0.016  0.089  -0.029  .240* -0.007  -0.034  

有意確率  0.009  0.358  0.877  0.387  0.783  0.019  0.947  0.746  

保健所 
相関係数 0.182  0.174  0.080  0.059  0.106  .228* 0.193  0.120  

有意確率  0.074  0.088  0.436  0.564  0.300  0.025  0.058  0.245  

互助団体 

相関係数 .265* 0.182  .318** 0.159  .284* 0.153  0.122  0.157  

有意確率  0.017  0.104  0.004  0.157  0.010  0.171  0.278  0.163  

 

 

全体としては 4 団体（医師会、看護団体、介護団体、

ケアマネ団体）においては連携の程度と進捗率に有意

な相関を認める一方、１）の回答において地域に関わ

らず概ね連携が進んでいる地域包括支援センターに

おいては、連携と事業の各項目の進捗率にはほとんど

関連が見られないという結果を得た。地域別では主に

郡部においては上記4団体および互助団体との連携と

事業の進捗率に高い相関が認められたのに対して、都

市部では互助団体との連携と事業の進捗には一切関

連性はなかった。 

 

 

 

３）達成項目別の進捗状況と職種・団体との連携状況の相関（全体） 
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４）達成項目別の進捗状況と職種・団体との連携状況の相関（地域別に分けた場合） 

都市部 (ア （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ） （ク） 

医師会 相関係数 .166 .669** .440* .363 .372* .266 .322 -.294 

有意確率  .389 .000 .017 .053 .047 .163 .089 .129 

看護団体 相関係数 .207 .568** .313 .183 .214 .134 .227 -.049 

有意確率  .282 .001 .098 .342 .264 .488 .236 .804 

介護団体 相関係数 .331 .483** .527** .366 .318 .398* .462* -.036 

有意確率  .079 .008 .003 .051 .093 .032 .012 .855 

ケアマネ団

体 

相関係数 .368* .618** .544** .205 .170 .307 .321 -.198 

有意確率  .050 .000 .002 .287 .379 .105 .090 .313 

地域包括 相関係数 .398* .132 .118 .059 -.192 .126 .018 -.115 

有意確率  .036 .502 .550 .765 .329 .525 .927 .568 

保健所 相関係数 .174 .361 .273 .030 .274 .192 .268 .154 

有意確率  .368 .054 .153 .879 .150 .318 .159 .433 

互助団体 相関係数 .024 .148 .329 -.076 .013 -.048 -.066 .071 

有意確率  .913 .491 .117 .724 .953 .824 .759 .749 

 

郡部 (ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ） （ク） 

医師会 相関係数 .292* .383** .376** .273* .225 .302* .448** .145 

有意確率 .020 .002 .002 .031 .077 .016 .000 .256 

看護団体 相関係数 .557** .522** .458** .223 .439** .516** .563** .294* 

有意確率  .000 .000 .000 .083 .000 .000 .000 .021 

介護団体 相関係数 .348** .464** .387** .354** .413** .342** .438** .204 

有意確率  .006 .000 .002 .006 .001 .008 .000 .119 

ケアマネ団

体 

相関係数 .369** .472** .303* .471** .322* .457** .252 .158 

有意確率  .004 .000 .020 .000 .013 .000 .054 .233 

地域包括 相関係数 .104 -.053 -.166 .035 -.054 .202 -.141 .011 

有意確率  .426 .685 .201 .791 .681 .118 .280 .934 

保健所 相関係数 .220 .152 .072 .076 .139 .215 .111 .126 

有意確率  .089 .241 .579 .559 .285 .096 .397 .333 

互助団体 相関係数 .344* .209 .383** .295* .391** .278* .134 .174 

有意確率  .013 .137 .005 .034 .004 .046 .345 .217 
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Ⅱ）連携指標としての相談業務に関する現状調査（Ｈ

28） 

平成28年度の全国自治体の在宅医療介護連携推進事

業担当者対象の相談業務に関する調査に関しては以

下の結果が得られた：１）相談業務を担当する部署

が未設置の自治体がいまだに多く存在すし、特に郡

部では50%が未設置（図７）２）設置されている場合、

既存の部署での兼務か医師会への業務委託が多数

３）郡部では地域包括、都市部では地域包括/郡市医

師会に設置（図８）４）平均職員数は3名弱 看護師

の常勤兼務がもっとも多い（図９）５）過半数が人

員の不足あるいは今後不足すると回答している（図

１０）６）医療機関同士、医療と介護、地域との連

携を担う人材が必要という意見７）相談件数は平均

で1日2件弱（都市部で若干多めだが有意差なし）（図

１１）８）電話、来所が主な相談方法、faxやメール

などでの相談はほとんどない（図１２）９）相談者

は本人、介護者が主体、医療職の相談は殆どない（図

１３）１０）都市部ではかかりつけ医紹介、地域住

民の啓発に関する相談が多いのに対して郡部では体

制・制度、退院調整に関する問い合わせが多い（図

１４） 
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Ⅲ）連携指標としての相談部署に関する全国自治
体の実態調査の比較（H28－29） 
相談業務に関する調査の経年比較に関しては以下
の結果が得られた。 
 
1）設置の有無：相談業務を担当する部署が未設置
の自治体がいまだに存在するが、郡部では 52％か
ら25％まで低下し設置が1年である程度進んだと
推察される。(図１) 
図 1．相談部署設置の有無 

  平成 28 年度     平成 29 年度 

 

未設置が 47％から 28％に減少 
郡部で未設置が 52％から 25％に減少 
都市部では業務委託 31％から 40％に増加 
 
2）設置部署：設置されている場合、地域包括支援
センターでの兼務か医師会への業務委託が多数を
占め役所に窓口を設置しているのは全体の 1 割強。
(図 2) 
図 2．設置部署 

  平成 28 年度     平成 29 年度 

 

地域包括支援センターの設置が最多（45％） 
 
3）人員の充足度：平均職員数は 3名弱 看護師の
常勤兼務がもっとも多い。4）人員の数については
人員不足という回答は 44％から 23％へと減少し
たのに対して今後は増員必要という回答は36％か
ら 49％に増加し傾向の逆転がみられた。(図 3) 
図 3．人員配置について 
  平成 28 年度     平成 29 年度 

 

現状の人員不足は減少し今後不足するが増加した。 
 
４） 連携を担う人材として医療ソーシャルワーカ

ーの配置を望む声が多かった。 
5）相談件数：相談件数は半年間の平均が都市部：
380→91 郡部：302→291 で郡部では横ばいなのに
対して都市部ではむしろ減少が観察された。（図
４） 
図 4．年度上半期の相談件数 

 

都市部では減少 郡部では横ばい 
7）相談方法：電話、訪問、来所が主な相談方法で
ある (図 5) 
図 5．相談方法 

 平成 28年度    平成 29 年度 

 

 

8）相談者：家族による相談は全体の比率としては
減少傾向（42％から 33％に減少）であったが、都
市部に限ってはむしろ増加の傾向が観察された。
（35％から 44％に増加）（図 6） 
図 6．相談者 

  平成 28 年度   平成 29 年度 
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9）相談内容：都市部では経年的にかかりつけ医紹
介、地域住民の啓発に関する相談が多いのに対し
て、郡部では退院調整に関する問い合わせが多い
傾向が確認された。（図 7） 
図 7．相談内容 

   平成 28 年度    平成 29 年度 

 

かかりつけ医の問い合わせが増加（8％→12％）都
市部で特に多い（39～49％） 
 
10）相談内容（ア～クの達成項目別）：事業の達成
項目別のに相談内容を分類すると、都市部では地
域住民の啓発に関する問い合わせが多い（72％）
のに対して郡部では退院支援に関する問い合わせ
が過半数（60％）を占める結果となった。 
 

結果まとめ（地域別年次比較）回答率（％） 

 
都市部 郡部 

 
設置の有無 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊有 新設専従職員 4 5 4 7 

＊有 既存部署併設専従職員 0 0 3 5 

＊有 既存部署併設兼務 35 20 24 42 

＊有 業務委託（医師会等） 31 40 11 18 

＊有 共同設置 4 0 6 3 

＊無 26 35 52 25 

設置部署 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊役所に相談窓口 25 16 7 15 

＊地域包括支援センター 35 47 29 50 

＊郡市医師会 30 12 43 20 

＊訪問看護ＳＴ内 0 6 0 0 

＊医療機関内 10 13 14 13 

＊その他の施設 0 6 7 2 

人員配置の現状につい Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

て 

＊現在の人員で十分 21 25 18 29 

＊今後は増員必要 47 58 34 47 

＊人員不足で対応不十分 32 17 48 24 

相談者 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊家族または支援者 35 44 44 32 

＊本人（医療・介護を受ける人） 39 12 17 23 

＊介護サービス事業所 15 13 10 20 

＊地域包括支援センター職員 1 10 8 9 

＊病院 5 10 5 5 

＊診療所 1 2 1 2 

＊歯科診療所 0 0 0 0 

＊薬局 0 0 0 0 

＊訪問看護ＳＴ 0 1 0 1 

＊その他 4 8 15 8 

相談内容 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊かかりつけ医紹介 49 39 2 10 

＊ケアマネ紹介 1 11 11 6 

＊訪問看護について 5 10 2 2 

＊上記以外のサービス資源 33 13 29 18 

＊その他 12 27 56 64 

相談内容（項目別） Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊地域住民の普及啓発 95 82 29 15 

＊医療介護関係者の研修に関し

て 
1 2 2 18 

＊退院調整に関して 3 12 57 52 

＊後方支援病院との連絡調整 1 2 6 5 

＊情報共有ツールについて 0 2 6 10 

対応 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ２８ Ｈ２９ 

＊情報提供・助言 50 34 47 33 

＊相談のみ 19 43 17 14 

＊他機関との調整 28 22 28 31 

＊その他 3 1 8 22 

 
② 地域ごとの医慮介護連携推進に関する課題

抽出のための調査（H27-H29） 
Ⅰ）中山間地（愛知県東三河山間部）における事業
推進の課題抽出 
H27年度：愛知県内ですでに在宅医療・介護連携推

進事業を行っている自治体の内、医療資源が少ない

地域について検討したところ、すでにH26年度から、

連携事業に取りかかっている新城市が対象地域とし

て抽出された。事業協力とともに、本研究について、

同市よりの同意が得られたため、H27年7月より、同

市により行われている会議等への参加を行い、進捗

の把握とさらなる連携推進の方策について、検討を

行った。ちなみにH27年9月における愛知県54自治体

の在宅医療・介護連携推進事業の実施状況の調査で
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は、８つの事業の内、未実施22、年度内開始予定3、

１つ～８つ実施がそれぞれ、３，２，４，５，１，

４，４，６自治体であった。新城市に事業協力を

するに際して、新城市の人口と今後の医療需要予

測に加え、事前に表１のドナペペディアンモデル

による評価指標をこれまでの知見を踏まえ作成し、

新城市の現状把握を行った。新城市の人口と今後の

医療需要予測：人口 49,007人(H27年３月現在)、高

齢者数15,401人（高齢化率31.4%）であった。市が大

きく３つの地区に分かれており、新城地区34,357人、

鳳来地区11,329人、作手地区2.651人で高齢化率はそ

れぞれ、38.6, 39.4, 41.6%で末全ての地区で高齢者は

増加していた。新城市の人口推移予測（図１）では、

2040年には3万５千人程度に減少することが予想さ

れている。また、人口ピラミッドの推移（図２）を

みると2040年にはさらなる少子高齢化が進むと予測

されている。また、今後の医療需要予測では循環器

疾患を除く、ほとんどの疾患で、外来・入院とも需

要が少なくなることが予測されている。新城市の医

療・介護資源（ストラクチャー指標）医療資源の状

況を表２、介護資源の状況を表３に示した。特に在

宅医療に関わる医療資源については在宅療養支援診

療所が１ヶ所のみで、訪問診療の実績が確認できた

ものはものとしては診療所３ヶ所、病院２ヶ所の計

５ヶ所のみであった。診療所医師の個々の年齢は調

査中であるが、高齢の医師が多い状況であった。訪

問看護については公設訪問看護ステーション（７人）、

民間病院のみなし看護（２人）、公設診療所のみな

し看護（４人）で、H26年11月利用者はそれぞれ、

38、14、10人と公設の訪問看護ステーションに依存

している状態であった。新城市の在宅死亡率（アウ

トカム指標）H24年度の愛知県厚生年報の報告では

同市の598人の全死亡者の内、68人が自宅での死亡数

と報告されており、在宅死亡率11.3%であった。連携

事業開始後の自宅死亡数については、未だ報告され

ておらす、把握できなかった。訪問看護ステーショ

ンにおける連携事業開始後の利用者数等の変化（プ

ロセス指標）連携活動開始後の公設の訪問看護ステ

ーションの利用者数等の変化を図４に示した。4月同

時期で比較すると、利用者数はH26年56人から64人

に増え、在宅看取り件数も通年で考えると増加傾向

にあった。さらに訪問看護の依頼元の医師（かなら

ずしも自らは訪問診療を行っていない）も15ヶ所か

ら20ヶ所に増加していた。 

平成 28 年度 

１．東三河北部医療圏の高齢化の現状と人口の推移

予測 

【人口】新城市 49,007 人(H27 年 3 月 1 日現在)、設

楽町 5,274 人、東栄町 3,540 人、豊根村 1,187 人(H27

年 12 月 31 日現在)であった。また、高齢化率は新城

市 31.4%、新城市は大きく３つの地区に分かれてお

り、新城地区 34,357 人、鳳来地区 11,329 人、作手

地区 2.651 人で高齢化率はそれぞれ、38.6, 39.4, 

41.6%で全ての地区で高齢者率は高い状況であった。

設楽町 46.6%、東栄町 48.1%、豊根村 46.1%であっ

た。 

【人口推移予測】(2040 年の人口予測) 

新城市 35,000 人程度、設楽町 3,000 人程度、東栄町

1,800 人程度、豊根村 700 人程度まで減少が予測さ

れている(AJAPA 使用) 

２．東三河北部医療圏の今後の医療需要予測 

人口ピラミッドの推移予測では同圏域の４市町村す

べてで、2040 年にはさらなる少子高齢化が進むと予

測されている。また、今後の医療需要予測では循環

器疾患を除く、ほとんどの疾患で、外来・入院とも

需要が少なくなることが予測されている。 

３．東三河北部医療圏の医療資源の現状 

新城市：在宅医療に関わる医療資源については在宅

療養支援診療所が１ヶ所のみで、訪問診療の実績が

確認できたものはものとしては診療所３ヶ所、病院

２ヶ所の計５ヶ所のみであった。診療所医師の個々

の年齢は調査中であるが、高齢の医師が多い状況で
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あった。訪問看護については公設訪問看護ステーシ

ョン（７人）、民間病院のみなし看護（２人）、公設

診療所のみなし看護（４人）であった。新城市の在

宅死亡率（アウトカム指標）H24 年度の愛知県厚生

年報の報告では同市の 598 人の全死亡者の内、68 人

が自宅での死亡数と報告されており、在宅死亡率

11.3%であった。 

北設楽郡（設楽町、東栄町、豊根村）：在宅医療に関

わる医療資源については在宅療養支援診療所、在宅

療養支援病院が各１ヶ所、参加している医師数は７

人であった。診療所訪問看護ステーションは東栄町

内に１カ所（常勤 1 人、非常勤２人）であった。年

間在宅看取り数は 28 件、うち独居 1 件（H27 年７

月～H27 年６月）であった。 

４．新城市訪問看護ステーション看護師に対する

Time Study 

新城市訪問看護ステーションの準管理者(主任）（１

名）に対して、Ｈ２９年１６日(月）ー２０日(金）の

平日１週間の Time Study を行った（図 1）。１日平

均での内訳は情報共有 1.42 h/d、訪問看護 2.53 h/d、

移動 2.22 h/d、書類 1.43 h/d、会議 0 h/d、その他 

1.06 h/d であった。また、１日平均訪問件数：3 件、

平均訪問時間： 50.6 分、往復の平均移動時

間：41.6 分で、移動時間が平均 41.6 分と長く、移動

を含めると１件の訪問あたり約１時間半を要してい

る状況であった。また、ケアマネ等との情報共有と

書類記載あわせて３時間近くを要することと、会議

の時間等確保できていない状況であった。 

５．連携に向けての介入（研修会） 

北設楽郡における連携推進の目的でH28年８月 6日

に３町村の首長、北設楽郡医師会と共同で、多職種

連携研修会を行い、３町村が協働して地域医療、在

宅医療を支えていくことを専門職皆が共有した。ま

た、新城市においては市民病院が必ずしも、地域住

民のニーズにかなった医療提供をしておらず、医師

会とは距離のある関係であるため、病院、新城市（市

長出席）、新城市医師会と協働で、市民病院内での在

宅医療移行支援研修を行った。 

平成 29 年度 

１．東三河北部医療圏北設楽郡の高齢化の現状と人

口の推移予測 

【人口】 

・北設楽郡（設楽町、東栄町、豊根村）全体の総人

口将来予想 

 2015 年 9,701 人(75 歳以上 3,021 人)、2025 年

7,588 人(75 歳以上 2,674 人)、2040 年 5,220 人(75

歳以上 2,122人)と著明な人口減少が起こると予想さ

れている。 

【死亡場所と死因】 

 H21.1～H26.12に亡くなられた東栄町民506人の

状況を調査した。 

病院266人(53%)、自宅53人(10%)、施設71人(14%)、

診療所１人(0.002%)、その他 9 人(2%)と地元の病院

と施設死亡が多い状況である。病院、自宅別の死因

をみると、病院死 266 人中、老衰 63 人、悪性腫瘍

68 人、肺炎 48 人、心疾患 45 人、脳血管疾患 38 人

であった。自宅死 53 人中、老衰 17 人、悪性腫瘍 8

人、肺炎 3 人、心疾患 4 人、脳血管疾患 3 人といず

れも老衰死と悪性腫瘍が多い状況であった。 

２．北設楽郡の医療資源の現状(表１) 

 北設楽郡（設楽町、東栄町、豊根村）における在

宅医療に関わる医療資源については在宅療養支援病

院が１ヶ所、診療所、歯科診療所が６カ所であった。

診療所訪問看護ステーションは東栄町内に１カ所

（常勤 1 人、非常勤２人）であった。 

３．北設楽郡における在宅医療・介護連携の推進イ

メージ(図１) 

 設楽町、東栄町、豊根村と北設楽郡医師会（在宅

医療サポーター）を中心とした在宅医療・介護連携

推進体制を構築している。市民、医療・介護専門職

への働きかけを行うと共に、目指す姿を示している。

一つとして「重度の医療・介護が必要な状態になっ
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ても、生活者として住み慣れた地域で自分らしい暮

らしが最期までできている」、「質の高い統合された

ケアが提供されている」ことをビジョンとして、こ

のために「在宅医療・介護を提供する資源が確保さ

れている」、「在宅医療・介護を提供する資源が密に

連携している」、「地域住民が在宅での療養について

正しく理解し、必要に応じて選択することができる」

ことを当面の行動目標としている。オブザーバーと

して管轄の保健所、厚生労働省東海北陸厚生局が参

加している。 

４．在宅医療・介護連携推進事業の進捗状況（表２

－５） 

 北設楽郡における在宅医療・介護連携推進事業の

内容については表２，３に示した。北設楽郡医師会

において専任の在宅医療推進のサポーターをおいて、

H27 年度から H29 年度まで、行政への働きかけ、多

職種連携研修会を開催した。H29 年の各市町村の事

業進捗の状態のアンケート結果を表４，５に示した。

H29 年 12 月における調査であったが、在宅医療・

介護連携推進事業の（ア）～（ク）の 8 事業につい

て、東栄町は 7 つの事業を行っていたが、設楽町、

豊根村については 2～3 事業と進んでいない状況が

明らかであった。この事業の中で（カ）の事業は医

師会サポートセンターと共同で行ったものであり、

市町村主体の事業は進められていないことが把握さ

れた。 

 

Ⅱ）都市部（東京都三鷹市）における事業推進にお

ける課題の抽出 

平成 27 年度：三鷹市は東京 23 区の西隣に位置し、

人口約 18万人、高齢化率 20.6%の都市である。医療

機関数は約 310 施設、うち病院は 8つである。また、

地域包括支援センターは７ヵ所、訪問看護ステーシ

ョンは７ヵ所ある。 

 三鷹市では、医師会が中心となって平成 26 年度か

ら在宅医療委員会が発足し、同年 6 月 13 日、11 月

14 日、平成 27年 4月 17 日、9月 4日、10 月 22 日、

11 月 27 日の計 6 回在宅医療委員会を開催した。出

席者は医師会医師 5～6 名、病院医師 2～3 名、市役

所職員 2～4名、地域包括支援センター職員 1名、そ

の他数名であった。 

 また、第 2 回と第 3 回の間に計 3 回 ICT による多

職種ネットワーク構築事業検討会を開催した。この

検討会では上記出席者以外に歯科医師会、薬剤師会、

訪問看護師なども参加した。 

１．在宅医療委員会での活動 

(1) 第 2 回委員会で、ケアマネタイム（ケアマネー

ジャーが診療所の医師に連絡をとってもよい時間）

を各診療所に向けて調査することを決めた。⇒ その

結果は、後に医師会ホームページに掲載された。 

(2) 第 2 回委員会で、在宅医療に関する医師会所属

医師向けのアンケートを行うことを決めた。⇒ その

結果は、第 3 回委員会で発表された。結果の概要は

次の通り 

・回答率は 48％（58 / 120） 

・在宅診療を行っている患者数は在宅療養支援診療所

の方が多い傾向にあった。一般診療所で平均月 10～15

人、20～25 人訪問している診療所が 1 ヵ所あった。 

・看取り患者数は年間 1～2 人であるところが最も多く、

最大 80～100 人というところがあった。 

・在宅療養支援診療所では訪問患者の受け入れにはま

だ余裕がある所が多かった。 

・在宅療養を行うに当たって、診療報酬の高さだけで行

っている診療所はなく、すべての診療所では総合的に

患者を診ることができてやりがいがあると感じているとこ

ろが多かった。 

・在宅診療を行っていて感じる負担、もしくは在宅診療

を行わない理由として、外来との両立、臨時の往診や緊

急時の対応、休日の確保が困難であるとの回答が上位

を占めた。一方、介護職種との連携に負担を感じるとい

う意見は少数であった。 

・訪問診療を行っていない診療所 39 施設中 24 施設が
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状況によっては今後訪問診療を検討すると答え、このう

ち 14 施設は内科外科以外の専門科であった。 

・在宅医療の負担の軽減すために必要なシステムとして、

①緊急時に対応する病院の支援体制、②緊急時に対

応する複数の医師によるオンコール体制、③用事で訪

問できない時に臨時で代行してくれる医師の派遣（②と

③同数）、④在宅診療に関する定期的な研修会、⑤ICT

による介護職種や訪問看護師との情報共有、⑥在宅診

療の担当を割り振ったり相談を受ける医師会の窓口の

設置などが挙がった。 

 (3) 第 3 回委員会で、平成 27年 2 月 20 日に開催さ

れた多職種意見交換会に関する報告があった。出席

者 146 名、パネルディスカッション形式。 

(4) 第 4 回委員会で、在宅医療・介護連携推進の 8

つの事業に取り組むために平成 28 年度以後予算を

計上する予定であると行政から話があった。これに

関して、第 5 回委員会で何ら進捗がなかったため、

医師会から行政に積極的な推進の要望があった。さ

らに、第 6 回委員会では行政側から健康福祉部高齢

者支援課主任、係長だけでなく、健康福祉部部長も

参加し、在宅医療・介護推進協議会の立ち上げに向

けて、今年度から準備会（分化会 1, 2）を設置する

ことが決まった。 

(5) 第 4 回, 第 5 回委員会で、主治医・副主治医制

の導入について話し合いが行われた。 

(6) 第 4 回, 第 5 回委員会で、後方支援のためのベ

ッド（病院との連携）について話し合いが行われた。

その際、行政が補助金を出して運営する病床を確保

することができないかとの案がでたが、予算の関係

でその後進捗は見られていない。 

(7) その他、設置予定の在宅医療・介護推進協議会

と既存の地域包括ケア会議との関係をどのようにす

るか、認知症対策、難病や障碍者の扱い、市民への

啓発・周知などについても話し合いが行われた。 

２．ICT による多職種ネットワーク構築事業検討会

の活動 

 3 回開催された同検討会では、４社の ICT ベンダ

ーによるシステム説明が行われ、最終的に隣接市で

ある武蔵野市、調布市、小金井市で採用した Medical 

care station（MCS）が試験的に導入されることが

決定された。 

平成 28 年度 

1. 東京都の実態調査 

東京都福祉保険局が行った在宅医療・介護連携推

進事業の取り組み状況の調査結果（平成 28 年 10 月

31 日時点）に基づく 53 区市町村の在宅医療推進事

業の進捗は下図のようであった。 

 

この結果を見ると情報共有ツールの作成、在宅医

療・介護連携相談窓口の設置ならびに相談窓口での

情報の関係機関での共有や対応方針の検討、地域住

民向けの在宅医療・介護サービスに関する啓発活動

あたりがやや遅れていることがわかる。逆に、地域

の医療機関、介護事業者等を把握するための検討、

隣接区市町村との情報交換については実施率が高い

ことがわかる。また、「地域の医療機関、介護事業者

等を把握するための検討」については資源リスト・

マップの作成の着手率も高く（約 80%）、比較的手掛

けやすい項目なのかもしれない。一方、「隣接区市町

村との情報交換」については、「広域連携が必要な課

題等について協議・検討を行っていますか」に対す

る実施率は32%、「検討結果をふまえて関係機関への

周知や取り組みを行っていますか」に対する実施率

は 9%と低く、区市町村をまたぐ情報交換は行ってい

ても、実際にそれが課題解決には結びついていない

ことがわかる。 
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 次に、「（オ）地域の在宅医療と介護の連携を支援

する相談窓口を設置している区市町村について、設

置場所を調査した結果、67%は各地区の医師会もしく

は病院に委託している実態が明らかになった。その

他は、直営 16%、地域包括支援センター17%という結

果であった。 

 

 

2. 東京都三鷹市の実態調査 

三鷹市は東京 23 区の西隣に位置し、人口約 18 万

人、高齢化率 20.6%の都市である。医療機関数は約

310 施設、うち病院は 8 つである。また、地域包括

支援センターは７ヵ所、訪問看護ステーションは７

ヵ所ある。 

 三鷹市では、医師会が平成 26 年度からこれまで計

13 回在宅医療委員会を開催した。また、平成 28 年

度から在宅医療・介護連携推進協議会を 3回開催し、

同協議会の下部に第１検討部会と第２検討部会を設

置した。それぞれ(ア)～(オ)、(カ)～(キ)の項目に

ついて作業を行った（各 9～10回開催）。したがって、

在宅医療・介護連携推進協議会は親委員会の立場と

なっている。 

 

 平成 28 年度の在宅医療委員会の主な協議内容は、

①在宅支援相談窓口の設置場所と相談員の選定につ

いて、②後方支援病床のルール作りであった。 

 在宅支援相談窓口の設置場所については、医療と

の連携を考えれば医師会に設置すべきとの意見であ

ったが、最終的に在宅医療・介護連携推進協議会の

決定で、市役所内に設置されることが決まった。理

由は人選を考える上で、予算の出所が市役所である

ためであり、身分も高齢者支援係の専門職となった。 

 後方支援病床は原則 14日以内の入院であり、三鷹

市と協定を結んだ病院が対象となる。利用対象者に

は制限があり、①緊急入院を除いて病状が悪化した

時、②検査や画像診断等による病状の再評価、③終

末期の看取り（緩和ケアを含む）、④家族支援目的、

となっている。このようなベッドがあることで在宅

医療が安心して行えるようになる、との考えに基づ

いている。 

 

平成 29年度 

項目別（ア～ク）の事業進捗は以下の表のとおり。 
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以下、このなかで特筆事項について述べる。 

（ア）地域の医療・介護資源の把握について：訪問

診療（往診を含む）を行っている医科、歯科、薬局

向けに実態調査を行った。実施数ならびに回答数

（率）は以下のとおり。 

 

質問の中で、「現在在宅医療（訪問診療・往診）を実

施していますか」の問いに対して、実施していない

が 83%、往診を実施しているが 14%、訪問診療を実施

しているが 8%であった。 

 

「実施していない」と回答した医師に対して、今後

取り組み意向があるか？の問いに対する回答は、

「意向はない」の回答が 70%を占めた。 

 

その理由は、スタッフ不足（53%）、体力的に厳しい

（44%）、看取りや夜間などの時間外の対応に不安が

ある（40%）が上位を占めた。 

 

さらに、三鷹市において在宅医療を行う医師をふや

すために必要なことは？の問いに対して、「休日、夜

間等に対応できる複数医師との連携体制」（65%）、

「患者の状態変化の受け入れ病床の確保」（61%）が

上位を占めた。 

 

「休日、夜間等に対応できる複数医師との連携体制」

の必要性の回答を受けて、医師会として、在宅医療

を行っている医療機関すべてに対して登録制で当番

宅直（オンコールで電話対応もしくは往診を行う）

を行う体制の構築を進めている。その際、ファース

トコールは主治医で、主治医の指示のもとに当番医

が対応すること、当番は患者数ではなく頭割りとす

ることなどが、現在議論されている。 

 また、（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体

制の構築推進に関して、今年度から後方支援病床利

用事業が開始された。これは、以下のようなルール

で運営されている。 
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在宅医、後方支援病院とも登録制であり、入院の適

応を判断するのは在宅医である。在宅医は入院の適

応ありと判断した際、後方支援病院に FAX で連絡し、

病院は原則としてこれを受け入れなければならない、

但し、入院は緊急性のある場合は除かれ、翌日以降

の入院となる。また、入院期間は 14 日以内であり、

退院先は在宅となることが原則担保される。これま

でのところ 6 例が運用された。 

 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援の「ICT

連携推進事業の検討・活用状況の把握」について、

現在、在宅医療多職種連携 ICT（Medical care 

station; MCS）を情報連携ツールとして使用し始め

ている。これは LINE のように個々の患者に対してス

レッドを立てて、そこに医師、看護師、ケアマネを

はじめとする関係職種が情報を書き込む形式になっ

ている。 

 最後に懸案であった（オ）在宅医療・介護連携支

援窓口について、「連携窓口みたか」が 10 月に行政、

健康福祉部高齢者支援科内に設置された。ここには

専従者 1 名（看護師）と専任者 1 名が配置されてお

り、図のような業務を担っている。 

 

平成29年10月1日～平成30年1月31日の実績は、

ケアマネからの相談 8件、看護師からの相談 3件（病

院 2件, 訪問 1件）、医師からの相談 2件、地域包括

支援センターからの相談 2 件、他市の窓口からの相

談 1 件、薬剤師からの相談 1 件、市民からの相談 1

件となっている。 

 

Ⅲ）名古屋市都心部における事業推進の課題抽出 

平成 27年度 

医療介護従事者に対する意識調査 

-多職種連携の阻害要因について- 

平成 27 年度：JPUC 月例会の開催に当たり、多職種

連携を阻害する要因に関する調査を実施した。結果

は図１～４の通りであった。 
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平成 28年度：名古屋市在宅医療介護支援センター職

員を対象にした Time Study の結果 

各区の結果にばらつきが大きかったが、概ね業務の

中で書類作成に費やされる時間が多く、相談業務は 1

日平均 15.7 分であった。項目別においても在宅医療

介護連携に関する相談支援は1日平均13.9分という

結果であった。関係市町村との連携にはほとんど時

間が費やされていないこともわかった。（図 1、2） 

 

図 1．Time Study 結果（業務別時間） 

 

図 2．Time Study 結果（相談内容別） 

 

平成 28年度：在宅医療介護支援センターの業務集計

の分析 

高齢人口あたりの訪問看護ステーション数と相談件

数は有意な相関が認められた（ｒ＝0.571ｐ＝0.021）

（図 3）が在宅療養支援診療所数、要介護認定率、要

支援認定率との関連性は認めなかった。相談方法は

電話がほとんどを占め 2割が直接来所、fax やメール

での相談はごく少数であった。相談者の 8 割近くが

本人や家族以外、医療機関（31％）と介護サービス

事業所（31％）が同じ比率であった（図４）。相談内

容は在宅医療・介護支援システムに関する問い合わ

せが最も多かった（40％）（図５）。相談部署が医療

機関内に設置されている場合、他機関との調整業務

が多く、開設時期が早いほど地域包括支援センター

との連携が少ない傾向が観察された。 
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図３ 

 

図４ 

 

図５ 

 

平成 29年度：名古屋市の在宅医療介護支援センター

相談業務の分析（H28 と H29 の比較） 

a) 相談件数は区によりばらつきが大きく 全

体の傾向を把握することは困難であった。

（図１） 

 

 

b) 相談方法は電話が最も多かった。（図２） 

図 2．相談方法 

 

     

c) 相談者は医療機関/事業所が減少し家族相談

が増加した。(図 3) 

図 3．相談者 

 

 

d) 相談者の続柄は子供、兄弟姉妹の順で不変 

(図 4) 

図 4．相談者の続柄 
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e) 相談対象年齢は高齢化の傾向が見て取れる

（図 5） 

図 5．相談対象者の年齢分布 

 

 

f) 相談内容は初年度のシステムに関する相談

質問が顕著に減少し、在宅療養に関する相

談件数が増加した。（図 6） 

図 6．相談内容 

   

 

g) 相談への対応は相談のみと助言情報提供が

大部分を占め他機関との連携は限定的（図

７） 

図 7．相談への対応 

 

 

h) 調整先は平成 29 年に行政との連携が観察さ

れた(図 8) 

図 8．調整先 

 

 

以上の結果をまとめると 

１）相談件数は概ね横ばい  

２）地域差は経年で変化なし 

３）病院・診療所の相談が若干減少し家族相談が増

加 

４）相談対象者の年齢が高齢化 

５）システムに関する問い合わせが減って在宅療養

相談が増加 

６）次年度（平成 29 年度）に行政（区役所）との調

整がみられた 

７）その他として研修会等の問い合わせが増加した 

 

③連携あるいは相談部署の担当職種の業務について

の現状把握および役割の明確化のための該当職種を

対象にしたTimeStudy（H27-H29） 

 

平成27年度：千葉県柏市の在宅医療・介護連携推進

事業を所管する地域医療推進室の職員2名を対象に
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したTime Study。9日間の総勤務時間94時間33分、休

憩を除いた総実働時間は86時間46分であった。1日平

均実働時間は9時間25分で、最長は13時間48分、最短

は8時間42分であった。「視察・取材対応」を除く総

実働時間は80時間41分であった。以下、「視察・取

材対応」に関する業務は除いた集計結果を示す。 

（1）在宅医療・介護連携推進事業別、業務内容の所

要時間（表 1） 

 業務を在宅医療・介護連携推進事業別にみると、

「（カ）医療・介護関係者の研修」が 23 時間 15 分

（28.8%）、「切れ目のない在宅医療と在宅介護の提

供体制の構築推進」15時間 51分（19.6%）、「（オ）

在宅医療・介護連携に関する相談支援」8時間 59分

（11.1%）であった。 

「（カ）医療・介護関係者の研修」は、事業運営に

加えて、資料作成、打ち合わせ、事業準備、連絡・

対応など、事業前の調整・準備に関わる内容が主で

あった。特に、研修の進め方と教材に関する打ち合

わせと資料作成が約 10時間を占めた。 

「（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体

制の構築推進」は、会議開催前の資料作成・確認が

約 10 時間、会議前の事前打合せは約 2 時間 30 分で

あった。 

「（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援」で

は、記録、対面連絡・報告・相談、相談者との電話

連絡・対応が多く占めた。対面連絡・報告・相談は、

相談ケースに関して地域医療推進室内で情報共有と

対応方法や方針の相談が行われた。 

事業以外の「その他」は最も長く 26 時間 05 分

（32.3%）で、診療所医師の講義資料や学会抄録作成

への協力、訪問看護ステーションからの研修会で使

用する教材の相談、診療所医師から相談された地域

資源の情報収集と各部署との調整、他課が担当する

事業の資料作成への協力、談話などであった。 

（2）報告・連絡・相談の相手別の所要時間（図 1） 

報告・連絡・相談に相当するメール連絡・対応、電

話連絡・対応、対面報告・連絡・相談、打ち合わせ、

談話は31時間16分であった。そのうち、同じ地域医

療推進室内の管理職と同僚との対面での連絡・報

告・相談が約45%

を占めた。次に、

大学研究者13.

1%、福祉政策課

を含む庁内他の

課が6.6%であっ

た。関係職種で

は、診療所医師

と医師会事務局

と医師会関係者

が多く4.6%であ

った。「その他」

には、医療・介護関係者の研修に企画運営協力して

いる各職種のファシリテーター、病院事務、などが

含まれた。 

表1　在宅医療・介護連携推進事業項目および内容別　所要時間

ア イ ウ エ オ カ キ ク 業務管理 事務作業 その他 合計 割合（%）

メール連絡・対応 0:21 0:06 1:49 0:16 0:30 0:18 2:39 5:59 7.4
電話連絡・対応 1:55 0:38 0:08 0:12 0:26 1:56 5:15 6.5
対面連絡・報告・相談 0:02 0:30 0:06 2:47 0:22 0:04 0:01 0:51 0:25 4:14 9:22 11.6
事業準備・片づけ 3:53 0:02 3:55 4.9
資料作成・確認 0:18 10:27 0:17 4:50 0:07 0:16 1:46 18:01 22.3
打ち合わせ 2:27 0:47 4:54 0:09 0:06 0:53 9:16 11.5
会議出席 2:05 2:37 4:42 5.8
事業運営 5:01 5:01 6.2
記録 3:01 3:01 3.7
情報収集・整理・分析 0:04 0:01 0:08 1:45 0:37 2:35 3.2
事務作業・文書処理 0:04 0:03 0:45 0:11 1:09 0:12 2:24 3.0
談話 1:19 1:19 1.6
休憩 9:47 9:47 12.1
その他 0:04 0:04 0.1
合計 0:06 0:18 15:51 0:12 8:59 23:15 1:20 0:01 1:53 2:40 26:06 80:41 100.0
割合（%） 0.1 0.4 19.6 0.2 11.1 28.8 1.7 0.0 2.3 3.3 32.3 100.0

※　在宅医療・介護連携推進事業　事業項目
ア：地域の医療・介護の資源の把握 イ：在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
ウ：切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 エ：医療・介護関係者の情報共有の支援
オ：在宅医療・介護連携に関する相談支援 カ：医療・介護関係者の研修
キ：地域住民への普及啓発 ク：在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

在宅医療・介護連携推進事業　事業項目　※

業
務
内
容
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平成 28 年度：T 市、S 町の Time Study：5 日間の勤

務時間数は、T市では、総時間数：56時間 55 分、実

働時間数：52時間 3分、1日平均実働時間数：10時

間 24 分 36 秒、であった。S 町では総時間数：48 時

間 17分、実働時間数：43時間 9分、1日平均実働時

間数：8 時間 37 分 48 秒であった。観察期間中に時

間外（夜間）の会議や事業があったのは、T 市は 2

日、S町は 1 日であった。 

（1）業務内容別所要時間の割合（図 1・2） 

業務内容別の所用時間の割合をみると、「連絡・報

告・相談」がT市41％、S町60％で最も割合が高く、

中でも「対面」での「連絡・報告・相談」が全体の

約40％前後を占めた。次に多くを占めたのが「会議

運営・出席」「会議・事業資料作成」であった。ま

た、住民への「訪問」とそれに伴う「移動」が含ま

れた。 

 

 

 

平成29年度： 個別/フォーカスグループへの聞き取

り調査 

在宅医療・介護連携推進事業担当者が果たすべき役

割で重要なものとして語られたものは、１）複数の

手法により情報を収集して活用する、２）目的と機

能を明確にした会議を企画・運営する、３）職種団

体の活動を支援する、４）関連する事業や部署を横

串で刺す、の 4つに大別された。以下、詳細を示す。

斜字はインタビュー対象者の実際の語りを、（＃●）

は語った対象者の ID を示す。 

 

１）複数の手法により情報を収集して活用する 

 医療・介護サービスが提供される現場に直接は居

合わせない行政担当者が地域の実情を把握するため

に、従事者と直接対面でのヒアリング、既存データ

の活用、独自のアンケート調査の企画、等の手法を

用いていた。 

 

（１）医療・介護従事者のもとに出向き直接対面

で話を聞く 

 この事業に取り組み始めから一貫して基本的で重

要な役割が、医療・介護従事者のもとへ出向き、直

接話を聞きに行くことであった。ヒアリングに出向

く、会議や事業で対面した時に話をする、など積極

的に対面でのコミュニケーションを取りにいく姿勢

が事業担当者にまず必要とされた。 



26 
 

これによってデータでは得られない様々な情報が

入手できると共に、従事者との関係づくりにも寄与

していた。 

そこで各職種が抱える連携の課題や現場での課題

を把握し、従事者が多職種で協議する場の設定につ

ながる。 

 

実態を調査するっていうのは、まずはヒアリングです。デー

タを駆使して実態調査をするのではなくて、個別に話を聞く。

そこで出てくるのが、データでは見えない他の職種への要望

がいっぱい出る。（＃2） 

 

（中略）みんな現場の仕事を今やっているわけじゃないです

か。事務はだったら、皆さん忙しいでしょうから、こっちか

ら伺いますよっていうスタンス。皆さんの時間を無駄遣いに

しないようなスタンスで、うちから出向く。（＃3） 

 

（担当者に求められるのは）機動性、机に座っているだけじ

ゃダメなの。やっぱり基本はヒアリングっていうか、出かけ

ていく、その機動性。（＃2） 

 

電話で聞くこともできる。でも電話で聞いた情報と顔見て聞

いた情報と、情報量が全然違うんだよ。だってしゃべるほう

も、聞いている人の表情見て、こういうことしゃべればいい

だって、プラスアルファの情報をくれる。会った時のプラス

アルファは、こんなこともあるのか知らなかった、という視

点があって、そこで気づきがあるから。（＃2） 

 

どうしても関わるべき専門職が出てくるから、その立場を理

解するっていうのがある。（＃4） 

 

（２）取組みの段階に応じ既存データによって実

態を把握する 

 データによって実態把握を行う場合は、人口動態

統計や国勢調査、将来推計人口などの国の統計、庁

内他の部署が持つデータなど、まずは既存のものを

集め、自治体の将来の姿を把握することから始めら

れる。ただし、庁内や関係機関のどこにどのような

データがあるか、新任者や取組みを始めた当初に把

握するのは難しい。データ収集に偏り過ぎず、でき

る所から始め、事業に取り組みながら、データ収集

と分析を積み重ね、段階に応じて必要なデータを入

手し、実態把握と事業評価を行う。 

 

実態把握は、手に入るデータをまず手に入れて加工する。自

分の所が持っていないデータでもそれこそ人口動態のデータ

とか保健所が持っていたり、政策部門がその年の人口推定と

か、死亡推定とかっていうデータをもっているから、まずそ

ういうものを入手する。そして、今後この市はどうなってい

くのか、人口構成や世帯数はどうか。そういうデータ、役所

のどこかが持っているデータをかき集めれば、危機感ってい

うのは共有できると思う。（＃2） 

 

役所にあるデータだけでも探し出すのは難しい。新任者は分

からないと思う。（中略）データを集めて、整理して、分析し

て、またそれを専門職団体に提示するのは、相当年月たたな

いと固まっていかない。（＃3） 

 

（レセプトデータによるサービス提供量の実態把握が）やっ

と 3 年目にして、やっぱりそれが必要だっていう所が見えて

きて。（中略）この事業を始めて 3年目だから、すごく財政部

局が厳しい。きちんと取組みを評価すること、それも行政の

自己評価ではなく、きちんとしたデータを基に、協議会の中

でもんだものについて持っていこうということで。（＃1） 

 

（３）独自の調査実施を企画し実態を把握する 

 既存のデータが入手困難な場合、または既存には

データがない場合は、担当者自らが調査を設計し、

データを入手していた。その場合、調査対象となる

従事者や住民ができるだけ簡便に回答できる形が留

意されていた。 

サービス提供量に関するデータは医療・介護レセプ

トデータで把握できるが市町村行政では入手困難な

状況にある。また多職種連携の状況や質、住民の生

活満足度などを評価するデータについても既存のも

のはない。これらについて、事業所や従事者向け、

住民向けの調査を実施していた。 
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（市内でどのくらいのサービスが提供されているのか）どこ

かにデータがあるのかもしれないけど、探すのが面倒だった

から、もう実態調査をファックス１枚か 2 枚で回答できるぐ

らいの中身に絞って、例えば、訪問看護の件数とかを回答し

てもらって。（中略）今年度の調査は多職種連携に関する満足

度っていう項目を設けて。（＃3） 

 

連携が進んだ進んだって感覚的には従事者はみんな言ってい

るんだけど、そういう実態っていうのがデータでないから、

今、調査票を作っいてるところ。（＃2） 

 

自宅死亡率が県下一って報道されたけど、率が高ければいい

というもんじゃない。（中略）良くない例が多いというのをみ

んな分かっていたから、ただなし崩しに「あの看取りは悪か

った」とか「あれは良かった」とか言ってるよりも、１回、

数として挙げてみて、亡くなった後にどうしているのか改め

て見てみようと思って。地域包括が関わって亡くなった人の

記録を集計して、その遺族を全員訪問して看取りの時の状況

を聞いてまわった。（＃4） 

 

（４）従事者の考えに合わせて、共通認識を持ち、

地域課題が考えられる形で提示する 

収集したデータは、単に提示するのではなく、ヒ

アリング等で得た地域の従事者の考え方に合わせ、

地域で共通認識を持ち、課題や解決策が議論できる

形にして提示されていた。 

 

共通認識を持つのに役立つデータを集めて加工して、それを

もとに方向性を探っていくっていう意味であれば同じなんだ

けど、その中身が自治体によって、やり方が違う。（＃２） 

 

医師会としての考えが、在支診（在宅療養支援診療所）をと

るよりは、先生方が訪問診療行ってる、それを１人の先生が

１件でも増やしていけばっていう考え方。そうなると、やっ

ぱり在支診のデータより、みんなが行ける往診や訪問診療の

数を出さないと。（＃1） 

 

２）目的と機能を明確にした会議を企画・運営す

る 

（１）従事者が本音で協議をする場をつくる 

 在宅医療・介護連携推進事業に特徴的で基本的な

会議の持ち方は、現場でケアを提供している従事者

たちが課題に感じていることを本音で話し合い、従

事者たち自身で解決策を見出していく場を設けるこ

とであった。この場の設定し、ここで出てきた解決

策を事業化し企画していくことが行政担当者として

の役割であった。 

従事者が本音で協議し解決策を見出すプロセスに

よって、事業が行政だけによるものではなく、地域

の従事者で一緒にやっていくものになることが、こ

の事業の重要な点であった。 

諮問会議のように事前調整を繰り返しシナリオの

ある会議が比較的多い行政担当者にとっては、本音

で協議する会議は新しい形態のもので、前例にとら

われず、企画していく力が求められていた。 

 

本当の意味での協議がしたい、本当の意味の議論の場。役所

っていうのは、本当の意味の議論をする会議って少ないんで

す。本当は。だって資料作ってある時点である程度もう決ま

ってる、役所の会議は。でもそうではなくて、本当に意見が

欲しい、意見を出してもらいたいような会議にする（＃3） 

 

行政ってそういうの（本音で議論する会議）、慣れてないって

いうか。医師会の先生方もはじめは慣れてなくて。（＃1） 

 

行政がやるべきことは、みんなが集まるテーブルを用意する

こと。だって私たち現場行かない。だから現場の課題なんか

わかるわけない。現場の課題を考えて、解決するのはどうし

たらいいかって、みんなで考えるためのテーブルを用意する

のが行政の役割だって私は思っている。（＃2） 

 

どの部署でも、会議の資料をつくって、役所の担当官が作っ

ているとおりに、結局そう決めるんだったら、それをやるの

は役所でしょって思うのは当たり前な気がしませんか。でも

在宅医療・介護連携を進めるためには、いろんな立場の人た

ちにも協力してもらわないと進まない。包括ケアはね。そう

いう意味で、その人たちの、当事者たちの意見をいかに吸い

上げて、それを見える形にして、じゃあみんなで何するのが

いいかとかわかる形にする場があればいいんだよね。（従事
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者たちが）こういうことをやろうって決めて、自分たちも一

緒に企画して事業になっていく。そのプロセスが大事。（＃2） 

 

（２）各会議の目的と機能を明確にして整理した

上で協議体を構成する 

自治体によって会議の目的や機能、設置の趣旨は

異なる。各会議が地域全体のコンセンサスを得るた

めの場なのか、地域の課題を抽出し解決策を見出す

場なのか、情報交換の場なのか、その会議の目的と

機能を明確にし、整理した上で、協議体を企画構成

することが求められる。 

 

自治体によって協議体の目的が違う。それぞれの自治体でそ

の会議をどうやって使っていくかを、まず、初任者の人は考

えるべき。（＃3） 

 

何のためにこの会議を設置して、何をやるのか。どんな機能

を持たせるのかっていう。それでうちは会議をやってます（＃

2） 

 

 

３）職種団体の活動を支援する 

職種の中には、地域の中で活動したい、世の中か

ら求められているがどう活動してよいのか分からな

い、職種団体の中がまとまらない、などの課題を抱

える場合が多い。職種団体の中で課題に気づき、円

滑に解決できるようなきっかけや場づくりを行政担

当者が支援し、在宅医療・介護連携への取組みや、

職種団体としてのまとまりを促していた。 

 

職種団体から呼ばれて、市の取組みの話をして、認識しても

らうことがある。その場合に、その団体向けのことをちょっ

と入れたりする。例えば、栄養士会に呼ばれたら、多職種が

連携して「食べる」を支えることも重要で、「食べる」を支え

るのは皆さんですよね、というようなことを含める。そうす

ると、栄養士会が市の協議会に入りたいと自ら申し出てくれ

ました。（＃2） 

 

（ヒアリングの結果を）職種団体内部の温度差を解消するた

めに、あえてフィードバックしている所もあります。職種団

体の中で在宅推進派と推進派じゃない人があって、結構温度

差がある。職種団体の内部で軋轢を生むよりは、行政を活用

してくださいと言っています。職種団体の中で共通認識を持

ってもらって、自分たちの課題に気づいてもらえるように。

（＃3） 

 

職種団体としての地域での活動を促したり、関係

を調整する上では、各職種団体の関係は良く考慮す

る必要がある。 

 

団体間の力関係は良くみておかないといけない。その力関係

は自治体によって違うから、気遣った方が良い。（＃2） 

 

さらに、多職種連携においては、各職種団体にデ

ータを示すことによって、自分たちの職種団体の活

動を振り返り、課題と解決策を考えることを支援す

る場面もあった。 

 

医療介護連携の必要性とか難しさのような焦点でアンケート

調査を実施したものを、それぞれの専門職団体に、それぞれ

の焦点で抜粋して結果をまとめて返しました。例えば、診療

所の先生方はこう思っていますよ、（訪問診療を）やっていな

い先生はこう思っています、とかそういうものを提供して、

考えてもらえるように使っています。逆に、他の職種団体か

らこうみられてますよ、っていう所に気づいてもらうために

も使っています。（＃1） 

 

４）関連する事業や部署を横串で刺す 

地域包括ケアシステム構築や地域共生社会の実現

を目的とすると、在宅医療・介護連携推進はその一

部であり、他の地域支援事業さらには関連するあら

ゆる部署と連携し、事業を連動させていくことが役

割として重要とされた。 

互いの会議に出席するなどは行われているが、実

際に連動していくのは難しく、物理的に担当課が離

れていることも難しさの一つとしてあがった。 

 

今、（生活支援体制整備事業の）第２層（協議体）がぼちぼち
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つくられてる。（中略）でもそれ、大きな地域包括ケアシステ

ムの中だから、あの絵（地域包括ケアシステムの植木鉢の図）

の一番下の生活支援っていうところにある会議。我々やって

いるのは、この医療と介護を連携させることだけ。これを一

緒に考えないといけない。（＃１） 

 

庁内の各協議体に私が入っていたりとか、うちの在宅医療連

携会議に福祉課の課長が入っているとか、お互いの会議に出

たりという連携はしているんだけど、やっぱり、具体的な細

かい所となると、なかなか組めないね。ましてや、（担当部署

が入る庁舎の）場所がまず違う。本庁にないから、ぷらっと

行って（相談する）っていうのがなかなかできない、物理的

に。（＃2） 

 

実際の連動は難しい中でも、在宅医療・介護連携

推進事業の担当者だからこそ、積極的に他の部署、

福祉を担う部署に連動を促していくことが語られた。 

 

福祉の中も（事業の）量が多いから、認知症だったら認知症

のことだけ。生活支援なら生活支援だけ。生活支援と介護予

防が一緒にやっているっていう感じがする。福祉の方が（医

療・介護連携に比べたら）歴史が長いから、縦割りで続けて

きた歴史も長い。それに比べると（医療・介護連携は）まだ

新参者なので「こっちがやってることは向こうとやったらう

まくいくんじゃないの？」って気付く。だからこちらが横串

を刺すことを意識しないと。（＃2） 

 

（自分の市の）福祉部って縦割りが強いんです。でも今の自

分たちの所は、

わりと横串を

刺しやすいっ

ていうか、逆

にいうと、刺

してもらいた

い。例えば「こ

ういうのあり

ますよね」み

たいな感じで、こちらから福祉部を引き寄せてます。（＃3） 

 

 一方、地域包括支援センター業務と他の地域支援

事業も兼務する担当者からは、医療・福祉のネット

ワークを多様に持つことが、住民に一体的なサービ

スを提供する上で強みであるとされた。 

地域包括はそれこそ色んなネットワークを持っているので、

医療だけじゃなくて。やっぱり入院費が払えないとか、そう

いう時にどこにつなぐとよいかというネットワークも３職種

がそろっている強みがある。在宅療養する体制を整えるにも

一番早いのかなって思います。（＃4） 

 

平成28年度：名古屋市各区に設置された16か所の在

宅医療・介護連携支援センターに配置された全専属

職員の業務分析（自記式のタイムスタディ―）：以

下の傾向が明らかになった。１）センター間、職員

間のばらつきが大きい２）書類作成に費やされる時

間が最も多い３）電話による相談対応の時間は総じ

て少ない（1日平均16分弱）４）関係市区町村との連

携業務は際立って少ない５）部署の規模による比較

では業務連絡（内外）は少ない人員の部署の方が多

い傾向を認めた。一方各センターの業務報告集計（平

成28年度上半期）においては、１）高齢人口あたり

の訪問看護ST数と相談件数は有意な正の相関を認め

る（図２）。２）相談方法は電話が過半数を占め、2

割超が直接来所（図３）３）相談者は本人・家族以

外の医療機関（31％）、介護サービス事業所（31％）

が多い（図４）。４）在宅医療・介護支援システム

に関する問い合わせが最多（４0％）（図５）５）過

半数の対応が情報提供と助言（54％）、後は相談の

み、調整の順６）調整先の他機関は医療機関（44％）

介護保険事業所（20％）７）医療機関内に設置の場

合、他機関との調整が多い（連携の促進）８）地域

包括との調整は開設から時間経過で減少傾向（役割

分担の促進）という結果が得られた（図６）。 
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４． 連携の指標検索のための系統的レビュー（平

成29年度） 

CQ１： 医療・介護の連携推進の指標はある

か？ 

15 本の報告を検索：系統的レビュー（１） ケ

ースコントロール研究（１） 症例報告・ケー

スシリーズ（11） 唯一の系統的レビューにお

いて多職種連携における評価尺度（11 文献で

８の評価尺度）があり、そのうち特定の疾患（認

知症や緩和ケアなど）を対象にしたものを除く

6文献で 5つの尺度が存在する。評価尺度とし

ての信頼性、妥当性は検証されているが特定の

アウトカム指標の予測因子としての有効性の

検証などは行われてはいない。また多職種連携

の定義が統一されていない問題点も指摘され

ている。 

CQ２： 入院診療と在宅診療の連携を測る指標

があるか？ 

58 本の報告のうちデータに基づかない意見が

大多数（37）、症例報告・ケースシリーズ（15）、

コホート研究・ケースコントロール研究（6）

であった。6 本のコホート・ケースコントロー

ル研究も地域連携パスの効果検証（4）、特定職

種の連携（看護師、医師）（2）に関する報告で

あり本 CQの問いに答えるものではない。 

CQ３： 在宅診療医と訪問看護ステーションと

r=0.571 
p=0.021 
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の連携の指標はあるか？ 

51 本の報告のうち 2報はタイトルのみ（報告

内容閲覧不可）症例報告・ケースシリーズ（42）、

データに基づかない意見（5）、コホート・ケー

スコントロール研究（2）であった。2本のコ

ホート・ケースコントロール研究のうち一報は

訪問看護師の介入効果に関するもの、もう一方

は CQ1 のレビューに含まれる連携尺度開発に

関する報告であった。 

CQ４： 在宅診療医と介護支援専門員との連携

の指標はあるか？ 

3 本とも症例報告・ケースシリーズで多職種連

携における連携の評価尺度に関する報告で

CQ1 の系統的レビューに含まれる。 

以上のCQに対する検索結果からは連携の指標

（評価尺度）の考案と評価尺度としての統計学

的妥当性（再現性と因子妥当性）の検証はされ

ているが、医療介護連携におけるアウトカム指

標の予測の有効性に関するエビデンスとして

の確信性は不明と判断された。（参考：システ

マティックレビュー構造化抄録参照） 

 

Ｄ．考察 

 

① 全国の自治体の医療介護連携推進事業の担当者

を対象にした事業の進捗状況および相談部署の

現状に関する調査（H27-H29） 

 

全国で展開中の在宅医療介護連携推進事業の進捗

状況および関連各種組織の連携状況の把握を試みた。

調査対象として現在高齢化に直面している郡部およ

び今後高齢化が飛躍的に進行する主に都市およびそ

の周辺部を選定した。全体の回答率は50％近く、特

に今後高齢化に伴う諸問題に直面する都市部からの

回答は58％と比較的高い回収率が達成されたと考え

る。事業開始時期は過半数が平成27年度を初年とす

る回答であったが、一部既に事業化を行っていると

する回答が得られたのは、事業のための基金の予算

化の時期が自治体により異なることを示唆する。 

 

【各種団体との連携状況に関して】 

事業に関わる各種職能団体および組織との連携状

況に関しては、高齢化の現状の異なる地域（都市部

と郡部）間での比較を試みた。全体的な傾向として

は地域包括支援センターとの連携はおしなべて進ん

でいる傾向がうかがわれ、「緊密にとれている」と

「とれている」を加えると全体の9割以上の事業担当

者は連携が十分とれていると考えていることが明ら

かになった。地域包括支援センターが本事業を遂行

する上で中核となる組織であること、運営母体が民

間委託以外に各地区の社会福祉協議会や行政機関の

直営など公的色彩の強い組織によって運営されてい

ることも連携に対する高い評価の背景にあると考え

られる。一方看護団体、保健所との連携は概ね進ん

でいない傾向がうかがわれ、特に看護団体との連携

に関しては回答者の過半数が「あまりとれていない」

か「とれていない」とする回答であった。看護団体

については、従来より組織化されている看護協会な

どは病院勤務の看護師を対象にした事業を展開して

きた経緯もあり、訪問看護などの当事業により密接

に関連した業務への関与の差異が回答結果に表れた

可能性も考えられる。一方、行政（事業担当者）と

医師会との連携に関しては、都市部での連携はある

程度進んでいる傾向が今回の回答結果からうかがわ

れた。在宅医療の推進は本事業の遂行にとって大変

重要な要素であり、行政と医師会が緊密に連携する

ことは必須である。今後、各地医師会内に立ち上が

りつつある在宅医療介護支援センターが行政といか

に有効な連携関係が構築できるかが各地域における

事業推進の鍵になると考えられる。 
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【事業の各項目の進捗率に関して】 

地域の医療介護資源の把握に関しては地域を問わず

比較的高い進捗率が観察されたが他の項目に関して

は大きな地域差は認めなかった。特にウ）切れ目の

ない連携体制の構築、オ）医療・介護に関する相談

支援、ク）関係市区町村の連携については「未着手」

とする回答が目立った。以上の結果はほとんどの地

域において本事業が、現状を把握し、連携の仕組み

を構築する準備段階であることを示唆する。一方、

都市部においてカ）関係者の研修が進んでいること

の背景には、事業者が多く、研修を主導する人的資

源を当該地域から調達することが比較的容易である

ことなどが考えられる。分担研究においても明らか

にされたように、事業推進における課題には地域性

を反映した要因が存在することが示唆された。すな

はち、都市部においては関係する各職種の連携を行

政が主体となって推進することであり、郡部におい

ては限られた資源を有効に活用するための施策を講

じることである。また行政においてはTime Studyの

結果が示唆するように、組織内職員同士の報告・連

絡・相談にとどまらず、地域の在宅医療・介護の従

事者や関係団体との関係づくりに寄与することが在

宅医療・介護連携推進事業を進める上で不可欠な役

割と考えられた。 

 

【連携状況と事業の進捗率との関連性に関して】 

本調査の回答に関する限りは在宅医療、介護保険に

関わる各職種団体においては、連携と事業の進捗に

は高い関連性が認められた一方、比較的進んでいる

地域包括支援センターと行政との連携が必ずしも事

業の進捗につながっていないことを示唆する今回の

結果は注目に値する。背景として考えられる要因と

してはセンターにおけるスタッフ構成や与えられた

役割が本事業の遂行に求められる機能を必ずしも充

足するものではない事も類推される。特に組織間の

調整機能をセンターに賦与するためには相応のスタ

ッフ配置が必要と考えられ、センターが本事業の中

核を担う組織のひとつであることを考えると、今後

の課題として認識される。地域別に関連性を比較し

たところ、郡部においては医療、看護、介護、互助

団体との連携と事業推進には密接な関連性が認めら

れたのに対して、都市部においてはこれらの団体と

の連携の構築が必ずしも事業の推進につながってい

ない可能性が示唆された。推察される要因として、

都市部においては利用者およびサービス提供者の活

動範囲が不特定であり、行政と関連団体との連携や

情報共有が直接的な活動に必ずしも結びつかないこ

となどが考えられる。今回観察された差異の背景に

ある地域要因を明らかにすることは、今後のさらな

る検討における重要な課題であると考える。 

 

【相談業務の全国調査について 平成28年～29年

度】 

全国自治体の調査においては相談業務の部署は都市

部では医師会と地域包括支援センターがほぼ同数な

のに対して郡部では全体のほぼ半数が地域包括支援

センターに設置されていることが分かった。相談業

務の内容は多岐にわたり、相談内容も地域の事情を

如実に反映していることが今回の名古屋市の業務分

析と全国の調査結果の相違から明らかになった。地

域包括ケアシステムを各地域で定着させるためには

医療の連携、利用者を中心とした一体的運用は各職

種の行動における規範となる。各自治体の基礎指標

（高齢化率、独居率等）、医療・介護資源の需給状

況やアウトカム指標の類型化により、各自治体の事

業推進における指針を明確にしていく必要がある。

 相談部署の設置は概ね進んではいるが相談内容

には地域による差異があり、ニーズに対応した連

携職種の配置が望まれる。都市部における相談内

容にかかりつけ医紹介が多いことは、在宅医療を

担う医師需要の増加と現状における都市部でのか

かりつけ医機能について今一度考える余地を示唆
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する。今回の全国自治体の事業担当者を対象にし

た調査において、あらためて地域による医療・介

護資源、行政と職能団体の関係性など地域個別の

要因が事業推進に大きく影響を与えている可能性

を確認する結果となった。相談業務においては、

地域包括支援センターの相談窓口業務との差別化

が郡部において課題として残ること、相談部門に

関連職種や事業所間をつなぐ横断的な役割を担う

機能を賦与する必要性が示唆された。都市部にお

ける相談内容にかかりつけ医紹介が多いことは、

今後高齢者が急激に増加する都市部におけるかか

りつけ医のあるべき姿に関する議論に一石を投じ

る結果となった。 

 

② 地域ごとの医慮介護連携推進に関する課題抽出

のための調査（H27-H29） 

Ⅰ）中山間地（東三河地域）における事業推進の課

題 

愛知県内でもっとも医療資源の少ない、東三河北部

医療圏の医療・介護資源の把握し、住民が在宅医療

を選択できる状況であるかを検討した。新城市は診

療所医師の高齢化もあり、訪問看護ステーションが

在宅医療の下支えをしている状況であった。この一

方で、市民病院の地域支援が充実しておらず、新城

市の住民が、豊川市民病院、豊橋市民病院など、新

城市以外の受診も多い状況であった。東栄町におい

ては病院による訪問診療、訪問看護（みなし）と１

カ所の訪問看護ステーションにより在宅医療の対応

がされ、現時点では不足は認められないが、設楽町、

豊根村の在宅医療資源は乏しく、設楽町と豊根村の

在宅医療資源をどう確保するかは重要な課題であっ

た。そのような状況下、新城市は H26 年から愛知県

の地域包括ケア構築のモデル事業（訪問看護ステー

ションモデル）に採択され、在宅医療推進事業に参

画している。診療所医師の高齢化等のために、在宅

診療そのものの充実が困難であるのに比較して、訪

問看護ステーションが比較的充実している地区を対

象としたモデル事業である。このため、H26 年に並

行し行われた在宅医療の市民啓発事業等で、訪問看

護についての啓発等が積極的に行われた。このため、

利用者数の増加等の成果が上がったと考えられる。

この一方、公設の訪問看護ステーションは市の中心

街（新城地区）とは離れた鳳来地区に位置するため、

利用者までの距離が長く、再遠方利用者への往復が

52kmと極めて効率の悪い訪問が行われていた。また、

件数が増えたことで職員体制のキャパシティを越え

るようになり、さらなる効率化が必要となった。新

城市では H27 年度にさらに事業を円滑に進めるため、

事業体制の強化がはかられたが、肝心の在宅医療連

携協議会ではほとんど ICT 連携ツールについてのみ

の議論が行われ、診療所、病院含め医師サイドの在

宅医療資源や今後の可能性についての十分な把握す

ら行われなかった。事前に作成したドナペシアンモ

デル指標ではこのような行政や組織的な動きの把握

が含まれておらず、さらなる指標の検討が必要と考

えられた。 

平成 28 年度に実施した新城市の訪問看護ステーシ

ョンの Time Study では、移動時間を含め１件の訪問

あたり平均１時間半程度要しており、非効率な訪問

にならざるを得ない状況であり、公的機関でもあり、

行政の支援によるより効率化を図る取り組みが必要

と考えられた。そこで同地域への連携を促進する介

入方策として、北設楽郡と新城市民病院における多

職種研修会を行った。両研修会とも首長出席の下、

市町村と医師会長がタッグを組む形での多職種研修

会を開催した。今後研修会を継続し、連携の深化を

図ることが必要と考えられた。平成 29年度は愛知県

内でもっとも医療資源の少ない、東三河北部医療圏

北設楽郡の医療・介護資源の把握し、住民が在宅医

療を選択できる状況であるかを検討した。北設楽郡

全体で見ると病院 266 人(53%)、自宅 53 人(10%)、

施設 71 人(14%)、診療所１人(0.002%)、その他 9 人
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(2%)と全国の在宅死亡率(12%前後)と比べ、同程度の

死亡率を示しており、地元住民が在宅医療を希望す

れば可能な状況であることが推測された。病院、在

宅とも死因は老衰と悪性腫瘍が多く、今後も疾患末

期に ADL が低下するなど、通院困難となる患者が多

いことが予想されることから、在宅医療提供体制の

維持が必要である。今回の行政に向けての調査では

2 町１村のうち、１町１村の在宅医療。介護連携推

進事業がなかなか進められていないことが明らかと

なった。特に豊根村の自力での体制整備は困難のた

め、郡全体での強調した動きが求められる。在宅医

療に大きな貢献をしてきた東栄病院が、将来診療所

に転換する計画となっており、県、厚生局、さらに

は同郡の南部に位置する新城市のさらなる支援体制

が求められる。 

 

Ⅱ）都市部（東京都三鷹市）における事業推進の課

題 

 本研究では、東京都三鷹市での在宅医療・介護連

携推進の実態調査を行ったが、他地域とは異なる課

題も見いだされた。柏市はすでに行政主体の在宅医

療・介護連携運営部署が機能しており事業が推進し

ている。この点は愛知県郊外や三鷹市とは大きく異

なる。一方、愛知県郊外は訪問看護ステーションが

主体となって在宅医療・介護連携の推進を図ってい

るが、あまり進んでおらず、その理由のひとつは行

政の関与が弱いことである。今回の調査で明らかに

なったことは三鷹市では、医師会が主体となって在

宅医療・介護連携の推進を図ったが、やはり進捗と

しては十分とは言いがたい。その理由はやはり行政

の積極的関与の低さがあるように感じられた。さら

にその背景には、本事業に計上できる予算が十分な

いことがあると思われる。第 6 回在宅医療委員会で

は、はじめて進捗が見られたが、その理由は行政担

当者の出席数が多かったことが挙げられる。このよ

うに３ヵ所で在宅医療・介護連携に差が生じている

可能性として“行政の積極的関与”の有無が挙げら

れる印象であった。ICTによる情報連携については、

まだ立ち上がっていないので将来は不透明だが、３

回の検討会の結果、隣接する武蔵野市、調布市、小

金井市で採用が決まっている Medical care station

（MCS）を試験的に導入することが決まっている。

これに関して、確かに隣接市との情報交換ツールが

異なるのはよくないので MCS を採用するのは自然

であると考えられる。また、他のベンダーと比較し

て低コストである点も採用の大きな理由になった。

一方、セキュリティーの問題、運用数が増加するの

か（入力作業が負担になって運用されない可能性は

ないか）、現在東京都から在宅療養推進基盤整備事業

として予算がついているので推進されているが、将

来この予算がなくなったあと、果たして運用が継続

できるのか、などの問題を孕んでいる。 

  平成 29 年度実施の東京都 53 区市町村に対する

調査の結果、(ア)～(ク)の取り組み状況に差がある

ことを確認することができた。情報共有ツールの作

成、在宅医療・介護連携相談窓口の設置ならびに相

談窓口での情報の関係機関での共有や対応方針の検

討（ここには情報共有ツールも必要と思われる）、地

域住民向けの在宅医療・介護サービスに関する啓発

活動は取り組み率が低く、地域の医療機関、介護事

業者等を把握するための検討、隣接区市町村との情

報交換については取り組み率が高かった。ちなみに

昨年度との比較では(ア)100%→100%、(イ) 88%→88%、

(ウ) 62%→76%、(エ) 60%→60%、(オ) 60%→66%、(カ) 

79%→87%、(キ) 64%→76%、(ク) 59%→100%となって

いた。したがって、注目される窓口設置率は 60%→

66%という推移をとっている。平成 30 年度には 100%

になることが求められるため、各区市町村は迅速に

進めてはずである。ちなみに三鷹市では平成 28年度

の段階で未設置であり、これについては三鷹医師会

在宅医療委員会と在宅医療・介護連携推進協議会で

協議を続け、平成 29 年 4 月に職員設置、10 月に窓
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口開設の予定となっている。隣接する武蔵野市では

すでに平成 27 年から窓口が設置され積極的に活動

している。同窓口に来る相談の 7 割はケアマネジャ

ーからであり、医療との連携の必要性の高さが伺わ

れる。その意味で窓口が武蔵野市医師会にあるのは

理にかなっている。東京都全体でも相談窓口の 2/3

は地区医師会もしくは病院（委託）となっているの

で機能的ではないかと考えられる。武蔵野市相談窓

口職員が特に力を入れているのは、さまざまな医療

機関、歯科医師会、薬剤師会との顔の見える連携で

あり、相談員が直接関係各所に出向いて連携先のリ

スト、データベースを充実したものにするよう積極

的に奔走している。このような業務のやり方は他の

市も大いに参考にすべきと考える。 

 平成 29年度には、後方支援病床利用事業の運用が

開始され、在宅医療医の主体で入院病床が確保でき

る体制が構築されたことは特筆点である。後方支援

病床は病状悪化（緊急時は除く）だけでなく、レス

パイト、看取りも適応となる点で、在宅医を支援す

る事業として有用と考える。さらに、未開始ながら、

オンコールの当番性宅直システムは、これもアンケ

ート結果から有用なシステムになることが予想され

る。 

ICT による情報連携に関しては、ようやく Medical 

care station（MCS）の運用が開始され、登録者は

200 名近くにまで上っている。一部の医師は heavy 

user になっており、このシステムが広がることが予

想されるが先述したセキュリティーの問題は今後検

証が必要である。この 3 年間を総括すると、本研究

事業が開始された平成 27 年時には、達成項目（ア～

ク）について何も存在しなかった三鷹市において平

成 29 年度には、かなりの成果が得られつつある。成

果報告を求める形で国が事業展開を推進することで、

このような成果が得られたのではないかと考える。 

 

Ⅲ）名古屋市都心部における事業推進の課題 

平成 27 年度は医療・介護連携における阻害要因を事

業に関わる多職種への調査により明確にしたが抽出

された４つの要因（時間、言語、組織、面識）はお

そらく全ての地域に共通する普遍的な阻害要因であ

ると考えられるが、敢えて地域性でその差別化をは

かるとすれば、時間および言語はより普遍的である

のに対して、郡部においては事業に関与する事業所

や組織の構成員が都市部と比較すればある程度限ら

れていることが予想され、組織と面識における困難

要因は少ないことも類推されるがこの点は事業担当

職員を対象にした全国調査において郡部では職種間

連携が事業推進につながりやすいという調査結果を

支持するのではと考えられる。相談業務という視点

からは名古屋市の場合は連携支援拠点が医療機関

内に設置された場合の方が、他の機関との調整が

多く、相談部署の役割の地域包括支援センターと

の役割の差別化が図られていることも設置時期に

よる比較から伺われた。部署設置初年度はシステ

ムに関する質問や研修会の開催案内についての医

療機関や事業所からの問い合わせが多かったが次

年度は個別のケースの在宅療養に関する個人から

の問い合わせが増加して印象があり、地域包括支

援センターの相談業務との棲み分け（役割分担）

が不明確になることが懸念される。 

 

③ 連携あるいは相談部署の担当職種の業務につい

ての現状把握および役割の明確化のための該当

職種を対象にしたTimeStudy（H27-H29） 

 

在宅医療・介護連携推進事業担当者の業務内容を

Time Study により数量的に把握した。その結果、会

議出席や事業実施以上に、事前の連絡調整、講師や

関係従事者との進め方に関する打合せ、資料作成・

確認、研修会の教材作成が大部分を占めていること

が明らかになった。事前の相談、連絡・調整、会議

資料の確認、打ち合わせを、意図して多くの時間を
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かけることによって、地域の従事者間や関係職種団

体間に無用な意見の対立などを起こすことなく、円

滑に事業や会議が進行できる。これは、地域の多職

種、多機関の連携コーディネートの役割の特徴であ

るといえる。一方で、在宅医療・介護連携推進事業

以外の業務に関しても一定の役割を担っていた。こ

れらは、市医師会や訪問看護ステーション連絡会の

要望に応じ、必要な情報や資料を提供することを通

じた活動支援であった。これらの支援は、行政と関

係職種団体との良好な関係づくりに寄与すると考え

られる。報告・連絡・相談の相手は、室内職員同士

での相互相談が多くを占める中、庁内の関係する他

課、診療所医師や医師会事務局が一定数を占めた。

地域包括ケアシステムの構築には、在宅医療・介護

連携推進事業のみではなく、介護予防・日常生活支

援総合事業や認知症施策の推進に関わる事業等の多

くの事業が関わるため、これらを担当する他課との

連携や調整や不可欠である。また、地域の在宅医療

の推進において鍵となる市医師会関係者への報告・

連絡・相談、さらには日ごろから意図してコミュニ

ケーションをとることも重要な役割であることがう

かがえる。今回の Time Study は担当者 2人延べ 9日

間の観察による結果のため、観察対象者の担当する

事業、および観察時期、日数のより結果に偏りが生

じている可能性がある。また、人口規模の異なる市

町村担当者では、在宅医療・介護連携推進事業の担

当者が他事業を兼務していることも多い。柏地域医

療連携センター内の他事業担当者の観察や異なる時

期での観察、人口規模の異なる他地域での Time 

Study により、さらに結果の妥当性を高める必要が

ある。 

平成 28 年度は在宅医療・介護連携推進事業担当者

で他事業と兼務している比較的小規模自治体の担当

者の業務内容を Time Study により把握し、分析した。

その結果、他の地域支援事業と在宅医療・介護連携

推進事業では、業務内容と連携する相手に特徴がみ

られ、在宅医療・介護連携推進事業担当者に特有の

役割が明らかになった。在宅医療・介護連携推進事

業では「会議運営・出席」以上に、事前の連絡調整、

資料作成・確認が多くを占めていた。この結果は、

平成 27 年度に千葉県柏市で調査した結果と同様の

傾向であった。事前の関係団体との相談、連絡・調

整、会議や事業の資料作成と確認などの事務局機能

は、人口規模によらず在宅医療・介護連携推進事業

担当者に共通する役割であると考えられる。この事

務局機能を果たすことによって、地域の関係職種団

体間の意向をすり合わせ、地域で同じ方向性を持っ

て円滑に事業や会議が実施できる。地域の多職種、

多機関の連携コーディネートを担う役割の特徴であ

るといえる。在宅医療・介護連携推進事業における

「報告・連絡・相談」の相手には、医師や医師会、

病院関係者に代表される医療系職種団体とのやり取

りがやや多めに、介護系職種団体と双方が含まれる

ことが特徴であった。千葉県柏市（図 14）と T市で

は、1 市に 1 医師会で、医師会内で在宅医療担当が

決められており、比較的連携しやすいと考えられる。

一方、S 町は、郡医師会で広域であり、町内の医療

資源も限られる。そのため町内の病院や、連携を深

めてきた歴史のある消防署（救急隊）との調整が特

徴であった。このように、地域の医療資源の状況に

よって異なるものの、地域の医療をまとめる存在で

ある機関や団体（多くの場合は医師会）との連絡・

調整は、当該事業担当者にとって中心的な役割とい

える。他の地域支援事業と兼務する担当者は、多様

な介護サービス提供事業所や、「住民」や「民生委員」、

「社会福祉協議会」などの住民に身近な機関、さら

には住民の生活に関わる地域のあらゆる事業所とや

り取りがあった。在宅医療・介護連携推進事業担当

者は、これらの介護、生活支援に関わる団体と医療

をつなぎ、地域包括ケアシステムを構築する上で要

となる役割が期待される。一方、千葉県柏市に代表

されるように大規模な自治体では、各事業は各課で
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分担されているため、庁内での連携体制を整えるこ

とがより一層重要になると考えられる。平成 28年度

の Time Study も 2 地域それぞれ 1 担当者、延べ 10

日間の観察による結果のため、平成 27 年度と同様、

観察対象者の担当する事業、および観察時期、日数

のより結果に偏りが生じている可能性がある。分析

結果の代表性については、観察対象者から概ね合意

を得ているが、調査実施が年度末であったため、次

年度に向けての予算と事業計画に関わる業務が比較

的多く含まれていることは否めない。対象地域を増

やす、観察時期を考慮するなど、結果の妥当性を高

める必要がある。平成 29年度は在宅医療・介護連携

推進事業の行政担当者が果たす役割について、3 地

域での Time Studyの結果を参考にインタビューを行

った結果、１）複数の手法により情報を収集して活

用する、２）目的と機能を明確にした会議を企画・

運営する、３）職種団体の活動を支援する、４）関

連する事業や部署を横串で刺す、に重要な役割が大

別された。中には、在宅医療・介護連携推進事業の

担当者に特有な役割や求められる姿勢も指摘されて

いた。これらをさらに整理し洗練させて、数量的に

把握した担当者の業務内容と合わせて繰り返し考察

することで、当該事業担当者が業務を遂行し、その

役割が継続性を持つために重要な資料となると考え

られる。Time Study の結果では、職種団体の代表者

としての従事者との報告・連絡・相談、中でも対面

でのやり取りが業務の一定時間を占め、事業実施や

会議の前の調整が行われていた。インタビューにお

いても、医療・介護従事者の場に出向き直接話を聞

くことが重要であること、そして従事者が本音で課

題と解決策を議論し事業が企画されていく過程が重

要であることが指摘されていた。この役割は、在宅

医療・介護連携推進事業を実施する上で、業務とし

ても時間をかけるべき重要なものと考えられる。職

種団体として多職種連携の課題を解決していくよう

な場をつくり、横のつながりを支援すると同時に、

各職種団体としての凝集性や縦のつながりを支援す

ることも役割として指摘されていた。一部の従事者

の努力によって地域の在宅医療・介護が担われるの

ではなく、各専門職団体が地域の中で専門性を発揮

し、連携体制を構築していくために、行政担当者と

して重要な役割と考えられる。Time Study では、他

事業を担当する他課とのやり取りや資料提供・会議

出席にも一定の時間が費やされていた。また、他の

地域支援事業と兼務する場合は、専門職ネットワー

クと生活支援・住民ネットワークをリンクさせ事業

を進められることが特徴であった。これらの地域包

括ケアシステム構築に関わる他課との連携について、

インタビュー調査においても重要な役割と指摘され

ていた。さらに、この事業や担当部署のいわゆる「縦

割り」に横串に刺していく必要性は、在宅医療・介

護連携推進事業の担当者だからこそ認識できるもの

であった。当該事業担当経験者には地域包括ケアシ

ステム構築に向けて積極的に果たす役割として今後

さらに期待される。今回は 5 地域の行政担当者への

フォーカスグループインタビュー、およびインタビ

ューによる結果であり、より汎用性を高め、洗練さ

せるためには、他地域の市町村行政担当者からの意

見聴取、都道府県行政や在宅医療・介護連携コーデ

ィネーターなど他立場でこの事業に関わる者からの

意見聴取、医療・介護従事者からの意見聴取も行っ

ていく必要がある。さらにデルファイ法などによっ

てさらに項目を洗練させ、結果の妥当性を高める必

要がある。 

名古屋市においては医師会に業務委託で設置され

た在宅医療介護支援センターの担当職員を対象に

Time Study 及び業務集計の解析を行った。Time Study

の結果から部署における相談業務は書類作成などと

比較して業務全体からみて決して大きな比重を占め

ているものではないことが把握された。相談者およ

び相談内容から類推する限り、医療機関や介護サー

ビス事業所からの問い合わせ大半を占めており、相
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談内容も名古屋市が運用している在宅医療介護支援

システムに関する問い合わせが中心であることが明

らかとなった。名古屋市においては在宅医療をうけ

る患者およびその家族との契約の基にコンタクトセ

ンター（外注）による時間外の相談を受け付けてお

り、診療所や介護サービス事業所がそのシステムに

関する問い合わせに相談窓口を利用したケースがそ

の大半を占めると考えられたが、本調査では個々の

相談の具体的な内容について掘り下げた調査はでき

なかった。解説時期の早い部署に関しては地域包括

支援センターとの連携が少ない傾向から、相談業務

の役割分担（当該部署ではシステムに関する問い合

わせと他機関の紹介、地域包括支援センターは患者

や家族の個別ケースへの対応）が進んでいることが

推察される。訪問看護ステーションの設置と相談件

数の関連は担当区域の地域性を示唆し、今後各地域

における医療介護連携のニーズがどのように異なる

のかさらなる検討が必要であると考えられる。全国

の自治体を対象とした相談業務に関する調査におい

ても都市部では部署が医師会主導で設置され、かか

りつけ医紹介などの問い合わせが多いのに対して、

郡部では地域包括支援センターに業務を委託し、事

業推進に関する問い合わせが多いことからも、郡部

における事業推進のための人的支援の不足を示唆す

る結果となった。 

 

④  連携の指標検索のための系統的レビュー（平成

29年度） 

連携に関する系統的レビューにおいては多職種

連携における信頼性や妥当性（評価者間の一致率

や因子分析の結果）の検証された指標は抽出され

たが、アウトカム指標（未設定）の予測因子とし

ての妥当性を検証した報告は一部の限定的な臨床

指標をのぞけば皆無であった。そもそも多職種連

携の定義が統一されておらず概念的な相違が報告

間で予想される。各自治体の基礎指標（高齢化率、

独居率等）、医療・介護資源の需給状況等から地

域要因を考慮した医療介護連携により期待される

アウトカムを明確にし、その予測因子としての指

標設定を行うことが今後の課題となる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究で実施した全国自治体の事業担当者を対象

にした調査では、あらためて地域による医療・介護

資源、行政と職能団体の関係性など地域個別の要因

が事業推進に大きく影響を与えている可能性を確認

する結果となった。相談業務においては、地域包括

支援センターの相談窓口業務との差別化が郡部にお

いて課題として残ること、各地域のTime Studyの結

果からは相談部門に関連職種や事業所間をつなぐ横

断的な役割を担う機能を賦与する必要性が示唆され

た。また都市部における相談内容にかかりつけ医紹

介が多いことや診療所医師の意識調査の結果から、

今後高齢者が急激に増加する都市部におけるかかり

つけ医のあるべき姿に関する議論に一石を投じる結

果となった。多職種連携に関する指標において妥当

性の検証が行われた報告はあるが、医療介護連携に

よって期待されるアウトカム指標を予測しうるかは

未知数である。今後の研究により、当該事業の目的

である医療介護の連携推進のためのベンチマークデ

ータとして地域要因の類型化とそれに基づく連携推

進のためのプロセス及びアウトカム指標の確立へと

発展することが期待される。 
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